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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　基板上に少なくとも陽極、陰極、及び該陽極、陰極間に挟まれた発光層を有し、白色光
を放出する有機エレクトロルミネッセンス素子において、同一の該発光層内に含まれる発
光材料が、λｍａｘのそれぞれ異なる少なくとも３種の発光材料であり、最も長波長の発
光材料の含有量が最も短波長の発光材料の含有量に対し０．１～２０質量％の範囲内であ
り、最も短波長の発光材料のＨＯＭＯ準位の絶対値が他の発光材料のＨＯＭＯ準位の絶対
値よりも小さく、前記最も短波長の発光材料のＨＯＭＯ準位の絶対値が４．４ｅＶよりも
小さく、かつ前記最も短波長の発光材料が、下記一般式（Ａ）で表される構造を有する化
合物であることを特徴とする有機エレクトロルミネッセンス素子。
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【化Ａ】

〔式中、Ｒ1、Ｒ3は各々置換基を表す。Ｒ２は下記構造（Ｂ）を表す。Ｚは５～７員環を
形成するのに必要な非金属原子群を表す。ｎ１は０～５の整数を表す。Ｍ1は元素周期表
における８族～１０族の金属を表す。Ｘ1及びＸ2は炭素原子、窒素原子もしくは酸素原子
を表し、Ｌ1はＸ1及びＸ2とともに２座の配位子を形成する原子群を表す。ｍ１は１、２
または３の整数を表し、ｍ２は０、１または２の整数を表し、ｍ１＋ｍ２は２または３で
ある。〕

【化Ｂ】

〔式中、Ｒａはアルキル基又はアリール基を表す。ｎ２は１、２または３である。〕
【請求項２】
前記少なくとも３種の発光材料の発光色が青色、緑色及び赤色であることを特徴とする請
求項１に記載の有機エレクトロルミネッセンス素子。
【請求項３】
前記発光層が塗布プロセスにより作製されることを特徴とする請求項１または請求項２に
記載の有機エレクトロルミネッセンス素子。
【請求項４】
前記発光材料がリン光性化合物であることを特徴とする請求項１から請求項３のいずれか
１項に記載の有機エレクトロルミネッセンス素子。
【請求項５】
前記発光層の膜厚が１５ｎｍ以上であることを特徴とする請求項１から請求項４のいずれ
か１項に記載の有機エレクトロルミネッセンス素子。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、有機エレクトロルミネッセンス素子に関する。
【背景技術】
【０００２】
　消費電力が少なく、容積が小さい面発光素子のニーズが高まり、このような面発光素子
の一つとしてエレクトロルミネッセンス素子（以下、「ＥＬ素子」と略す。）が注目され
ている。そして、このようなＥＬ素子は使用する材料によって無機エレクトロルミネッセ
ンス素子（「無機ＥＬ素子」）と有機エレクトロルミネッセンス素子（「有機ＥＬ素子」
）とに大別される。
【０００３】
　ここで、無機ＥＬ素子は一般に発光部に高電界を作用させ、電子をこの高電界中で加速
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して発光中心に衝突させ、これにより発光中心を励起させて発光させるようになっている
。
【０００４】
　一方、有機ＥＬ素子は電子注入電極とホール注入電極とからそれぞれ電子とホールとを
発光層内に注入し、このように注入された電子とホールとを発光層内で結合させて、有機
材料を励起状態にし、この有機材料が励起状態から基底状態に戻るときに発光するように
なっており、無機ＥＬ素子に比べて、低い電圧で駆動できるという利点がある。面で発光
するという利点を活かして、薄型でフレキシブルなディスプレイや照明用途としての展開
が期待されている。その中でも、白色有機ＥＬ素子は液晶用バックライト、照明への展開
が期待されている。
【０００５】
　白色有機ＥＬ素子を作製するための発光層構成には、いくつかの方法が知られている（
例えば、特許文献１、２参照）。発光層をＲＧＢのそれぞれの発光材料を含む層を複数層
構成する方法や、ＲＧＢの発光材料を含む単一の発光層とする方法が知られている。
【０００６】
　単一発光層にＲＧＢの発光材料を含有する場合、正孔はＨＯＭＯ準位の絶対値が小さい
ゲスト材料に電子はＬＵＭＯ準位が大きいゲスト材料にトラップされる。一般に、ＨＯＭ
Ｏ準位は長波長の材料の方が絶対値が小さいため、キャリアは長波長のゲスト材料により
トラップされる。
【０００７】
　そのため、白色有機ＥＬ素子を作製する場合、長波長の赤色ドーパント量を青色や緑色
ドーパントに比べ少なくしなければならない。また、ＲＧＢ間で長波長材料へのエネルギ
ー移動が起こるためにエネルギー移動を考慮に入れ、赤色ドーパント量を青色や緑色ドー
パント量に比べ少なくしなければならない。従って、わずかなドーパント混合比のバラツ
キにより色度がずれるという問題があり、製造安定性に欠ける。
【特許文献１】特開平６－２０７１７０号公報
【特許文献２】特開平７－４１７５９号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　従って、本発明の目的は、色度にずれのない、白色の有機エレクトロルミネッセンス素
子を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明に係る上記課題は、下記の手段により解決される。
【００１０】
　１．基板上に少なくとも陽極、陰極、及び該陽極、陰極間に挟まれた発光層を有し、白
色光を放出する有機エレクトロルミネッセンス素子において、同一の該発光層内に含まれ
る発光材料が、λｍａｘのそれぞれ異なる少なくとも３種の発光材料であり、最も長波長
の発光材料の含有量が最も短波長の発光材料の含有量に対し０．１～２０質量％の範囲内
であり、最も短波長の発光材料のＨＯＭＯ準位の絶対値が他の発光材料のＨＯＭＯ準位の
絶対値よりも小さく、前記最も短波長の発光材料のＨＯＭＯ準位の絶対値が４．４ｅＶよ
りも小さく、かつ前記最も短波長の発光材料が、下記一般式（Ａ）で表される構造を有す
る化合物であることを特徴とする有機エレクトロルミネッセンス素子。
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【化Ａ】

〔式中、Ｒ1、Ｒ3は各々置換基を表す。Ｒ２は下記構造（Ｂ）を表す。Ｚは５～７員環を
形成するのに必要な非金属原子群を表す。ｎ１は０～５の整数を表す。Ｍ1は元素周期表
における８族～１０族の金属を表す。Ｘ1及びＸ2は炭素原子、窒素原子もしくは酸素原子
を表し、Ｌ1はＸ1及びＸ2とともに２座の配位子を形成する原子群を表す。ｍ１は１、２
または３の整数を表し、ｍ２は０、１または２の整数を表し、ｍ１＋ｍ２は２または３で
ある。〕

【化Ｂ】

〔式中、Ｒａはアルキル基又はアリール基を表す。ｎ２は１、２または３である。〕
【００１１】
　２．前記少なくとも３種の発光材料の発光色が青色、緑色及び赤色であることを特徴と
する前記１に記載の有機エレクトロルミネッセンス素子。
【００１６】
　３．前記発光層が塗布プロセスにより作製されることを特徴とする前記１または２に記
載の有機エレクトロルミネッセンス素子。
【００１７】
　４．前記発光材料がリン光性化合物であることを特徴とする前記１～３のいずれか１項
に記載の有機エレクトロルミネッセンス素子。
【００１８】
　５．前記発光層の膜厚が１５ｎｍ以上であることを特徴とする前記１～４のいずれか１
項に記載の有機エレクトロルミネッセンス素子。
【発明の効果】
【００１９】
　本発明により、色度にずれのない、白色の有機エレクトロルミネッセンス素子を提供す
ることができた。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２０】
　以下、本発明の詳細について説明する。
【００２１】
　本発明では、問題を解決するために短波長の発光材料（短波長ドーパント）のＨＯＭＯ
準位の絶対値が他のドーパントより絶対値が低い材料を用いる。ＨＯＭＯ準位の低い短波
長ドーパントを用いると、長波ドーパントへのキャリアトラップによる効果が低減され、
白色素子を構成する際の長波ドーパント量を従来技術と比較し多くすることが可能となる
。それにより、複数のドーパント量の含有量差を縮小できるために、混合比のバラツキを
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小さくすることが可能である。従って、色度安定性、製造安定性を有する白色有機ＥＬ素
子を作製できる。
【００２２】
　本発明において、ＨＯＭＯ準位の値は、米国Ｇａｕｓｓｉａｎ社製の分子軌道計算用ソ
フトウェアであるＧａｕｓｓｉａｎ９８（Ｇａｕｓｓｉａｎ９８、Ｒｅｖｉｓｉｏｎ　Ａ
．１１．４，Ｍ．Ｊ．Ｆｒｉｓｃｈ，ｅｔ　ａｌ．，Ｇａｕｓｓｉａｎ，Ｉｎｃ．，Ｐｉ
ｔｔｓｂｕｒｇｈ　ＰＡ，２００２．）を用いて計算した時の値であり、本発明における
発光材料（ドーパント）のＨＯＭＯ準位の値は、キーワードとしてＢ３ＬＹＰ／ＬａｎＬ
２ＤＺを用いて構造最適化を行うことにより算出した値（ｅＶ単位換算値）と定義する。
この計算値が有効な背景には、この手法で求めた計算値と実験値の相関が高いためである
。
【００２３】
　本発明において、“ＨＯＭＯ準位が低い”とはＨＯＭＯ準位の絶対値が小さいことを表
し、例えば、化合物Ａと化合物ＢのＨＯＭＯ準位がそれぞれ－５．４５ｅＶ、－５．３０
ｅＶであるとき、化合物Ｂの方が化合物ＡよりもＨＯＭＯ準位が低いと言う。
【００２４】
　《有機エレクトロルミネッセンスパネルの構成》
　本発明に係る有機エレクトロルミネッセンスパネルは、基板（支持基盤）、電極、種々
の機能を有する有機層等の構成要素によって構成される。好ましい構成の具体例を以下に
示すが、本発明はこれらに限定されない。
【００２５】
　（ｉ）陽極／発光層／電子輸送層／陰極
　（ii）陽極／正孔輸送層／発光層／電子輸送層／陰極
　（iii）陽極／正孔輸送層／発光層／正孔阻止層／電子輸送層／陰極
　（iv）陽極／正孔輸送層／発光層／正孔阻止層／電子輸送層／陰極バッファー層／陰極
　（ｖ）陽極／陽極バッファー層／正孔輸送層／発光層／正孔阻止層／電子輸送層／陰極
バッファー層／陰極。
【００２６】
　《発光層》
　本発明に係る発光層は、電極または電子輸送層、正孔輸送層から注入されてくる電子及
び正孔が再結合して発光する層であり、発光する部分は発光層の層内であっても発光層と
隣接層との界面であってもよい。
【００２７】
　また、本発明に用いられる発光層においては、同一の発光層内に発光極大波長が異なる
少なくとも３種の発光材料を有する。３種の発光材料の発光色は青色／緑色／赤色の３色
であることが好ましいが、前記青色の発光極大波長が４３０～４８０ｎｍ、前記緑色の極
大波長が５１０～５６０ｎｍ、前記赤色の極大波長が６００～６５０ｎｍの範囲にあるこ
とが好ましい。
【００２８】
　発光層の膜厚は特に制限はないが、形成する膜の均質性や発光時に不必要な高電圧を印
加するのを防止する観点から、２～２００ｎｍの範囲に調整することが好ましく、更に好
ましくは５ｎｍ以上、８０ｎｍ以下の範囲に調整される。また、本発明者等の鋭意検討に
より、ウェットプロセスにより発光層を製膜する場合、膜厚が１５ｎｍ以下で膜厚が薄く
なるにつれて、発光強度が大幅に小さくなることが分かった。
【００２９】
　蒸着法で製膜する場合においては、ウェットプロセスのように発光強度が大幅に小さく
なることはない。これは、ウェットプロセスにより製膜する場合、正孔輸送層と発光層の
界面に微小な混合層が形成され、混合層付近において電子と正孔の結合により生成した励
起子が混合層、正孔輸送層へ移動し失活すると推察される。そのため、ウェットプロセス
により発光層を成膜する場合、膜厚を１０ｎｍ以上、より好ましくは１５ｎｍ以上にする
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ことが好ましい。
【００３０】
　発光層を形成する方法としては、例えば、真空蒸着法、ウェットプロセス法（スピンコ
ート法、キャスト法、ラングミュアーブロジェット法、インクジェット法、スプレー法、
印刷法）等の公知の薄膜形成法により成膜して形成することができる。また、本発明では
発光層には含有量の少ない発光材料を含むため、製造安定性を確保するために発光層はウ
ェットプロセスが好ましい。
【００３１】
　（ホスト化合物）
　本発明に係る有機ＥＬパネルの発光層に含まれるホスト化合物とは、その化合物上のキ
ャリアの再結合によって生成した励起子のエネルギーを発光性化合物（発光性ドーパント
：ゲスト化合物）に移動し、その結果、当該発光性化合物を発光させる化合物、及び当該
ホスト化合物上のキャリアを発光性化合物にトラップさせ、当該発光性化合物上で励起子
を生成させ、その結果、当該発光性化合物を発光させる化合物を言う。
【００３２】
　本発明においては、発光層に含有される化合物の中でそのホスト化合物の比率は２０質
量％以上であることが好ましい。
【００３３】
　ホスト化合物としては、公知のホスト化合物を単独で用いてもよく、または複数種併用
して用いてもよい。ホスト化合物を複数種用いることで電荷の移動を調整することが可能
であり、有機ＥＬパネルを高効率化することができる。また、後述する発光性ドーパント
として用いられるリン光性化合物等を複数種用いることで、異なる発光を混ぜることが可
能となり、これにより任意の発光色を得ることができる。リン光性化合物の種類、ドープ
量を調整することが可能であり、照明、バックライトへの応用もできる。
【００３４】
　本発明に用いられるホスト化合物としては、構造的には特に制限はないが、代表的には
カルバゾール誘導体、トリアリールアミン誘導体、芳香族ボラン誘導体、含窒素複素環化
合物、チオフェン誘導体、フラン誘導体、オリゴアリーレン化合物等の基本骨格を有する
もの、または、カルボリン誘導体やジアザカルバゾール誘導体（ここで、ジアザカルバゾ
ール誘導体とは、カルボリン誘導体のカルボリン環を構成する炭化水素環の少なくとも一
つの炭素原子が窒素原子で置換されているものを表す。）等が挙げられる。
【００３５】
　本発明に用いられるホスト化合物としては、下記一般式（ａ）で表されるホスト化合物
が好ましい。
【００３６】
【化２】

【００３７】
　式中、ＸはＮＲ′、Ｏ、Ｓ、ＣＲ′Ｒ″またはＳｉＲ′Ｒ″を表す。Ｒ′、Ｒ″は各々
水素原子または置換基を表す。Ａｒは芳香環を表す。ｎは０から８の整数を表す。
【００３８】
　一般式（ａ）のＸにおいて、Ｒ′、Ｒ″で各々表される置換基としては、アルキル基（
例えば、メチル基、エチル基、プロピル基、イソプロピル基、ｔ－ブチル基、ペンチル基
、ヘキシル基、オクチル基、ドデシル基、トリデシル基、テトラデシル基、ペンタデシル
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基等）、シクロアルキル基（例えば、シクロペンチル基、シクロヘキシル基等）、アルケ
ニル基（例えば、ビニル基、アリル基、１－プロペニル基、２－ブテニル基、１，３－ブ
タジエニル基、２－ペンテニル基、イソプロペニル基等）、アルキニル基（例えば、エチ
ニル基、プロパルギル基等）、芳香族炭化水素基（芳香族炭素環基、アリール基等ともい
い、例えば、フェニル基、ｐ－クロロフェニル基、メシチル基、トリル基、キシリル基、
ナフチル基、アントリル基、アズレニル基、アセナフテニル基、フルオレニル基、フェナ
ントリル基、インデニル基、ピレニル基、ビフェニリル基等）、芳香族複素環基（例えば
、フリル基、チエニル基、ピリジル基、ピリダジニル基、ピリミジニル基、ピラジニル基
、トリアジニル基、イミダゾリル基、ピラゾリル基、チアゾリル基、キナゾリニル基、カ
ルバゾリル基、カルボリニル基、ジアザカルバゾリル基（前記カルボリニル基のカルボリ
ン環を構成する任意の炭素原子の一つが窒素原子で置き換わったものを示す）、フタラジ
ニル基等）、複素環基（例えば、ピロリジル基、イミダゾリジル基、モルホリル基、オキ
サゾリジル基等）、アルコキシ基（例えば、メトキシ基、エトキシ基、プロピルオキシ基
、ペンチルオキシ基、ヘキシルオキシ基、オクチルオキシ基、ドデシルオキシ基等）、シ
クロアルコキシ基（例えば、シクロペンチルオキシ基、シクロヘキシルオキシ基等）、ア
リールオキシ基（例えば、フェノキシ基、ナフチルオキシ基等）、アルキルチオ基（例え
ば、メチルチオ基、エチルチオ基、プロピルチオ基、ペンチルチオ基、ヘキシルチオ基、
オクチルチオ基、ドデシルチオ基等）、シクロアルキルチオ基（例えば、シクロペンチル
チオ基、シクロヘキシルチオ基等）、アリールチオ基（例えば、フェニルチオ基、ナフチ
ルチオ基等）、アルコキシカルボニル基（例えば、メチルオキシカルボニル基、エチルオ
キシカルボニル基、ブチルオキシカルボニル基、オクチルオキシカルボニル基、ドデシル
オキシカルボニル基等）、アリールオキシカルボニル基（例えば、フェニルオキシカルボ
ニル基、ナフチルオキシカルボニル基等）、スルファモイル基（例えば、アミノスルホニ
ル基、メチルアミノスルホニル基、ジメチルアミノスルホニル基、ブチルアミノスルホニ
ル基、ヘキシルアミノスルホニル基、シクロヘキシルアミノスルホニル基、オクチルアミ
ノスルホニル基、ドデシルアミノスルホニル基、フェニルアミノスルホニル基、ナフチル
アミノスルホニル基、２－ピリジルアミノスルホニル基等）、アシル基（例えば、アセチ
ル基、エチルカルボニル基、プロピルカルボニル基、ペンチルカルボニル基、シクロヘキ
シルカルボニル基、オクチルカルボニル基、２－エチルヘキシルカルボニル基、ドデシル
カルボニル基、フェニルカルボニル基、ナフチルカルボニル基、ピリジルカルボニル基等
）、アシルオキシ基（例えば、アセチルオキシ基、エチルカルボニルオキシ基、ブチルカ
ルボニルオキシ基、オクチルカルボニルオキシ基、ドデシルカルボニルオキシ基、フェニ
ルカルボニルオキシ基等）、アミド基（例えば、メチルカルボニルアミノ基、エチルカル
ボニルアミノ基、ジメチルカルボニルアミノ基、プロピルカルボニルアミノ基、ペンチル
カルボニルアミノ基、シクロヘキシルカルボニルアミノ基、２－エチルヘキシルカルボニ
ルアミノ基、オクチルカルボニルアミノ基、ドデシルカルボニルアミノ基、フェニルカル
ボニルアミノ基、ナフチルカルボニルアミノ基等）、カルバモイル基（例えば、アミノカ
ルボニル基、メチルアミノカルボニル基、ジメチルアミノカルボニル基、プロピルアミノ
カルボニル基、ペンチルアミノカルボニル基、シクロヘキシルアミノカルボニル基、オク
チルアミノカルボニル基、２－エチルヘキシルアミノカルボニル基、ドデシルアミノカル
ボニル基、フェニルアミノカルボニル基、ナフチルアミノカルボニル基、２－ピリジルア
ミノカルボニル基等）、ウレイド基（例えば、メチルウレイド基、エチルウレイド基、ペ
ンチルウレイド基、シクロヘキシルウレイド基、オクチルウレイド基、ドデシルウレイド
基、フェニルウレイド基ナフチルウレイド基、２－ピリジルアミノウレイド基等）、スル
フィニル基（例えば、メチルスルフィニル基、エチルスルフィニル基、ブチルスルフィニ
ル基、シクロヘキシルスルフィニル基、２－エチルヘキシルスルフィニル基、ドデシルス
ルフィニル基、フェニルスルフィニル基、ナフチルスルフィニル基、２－ピリジルスルフ
ィニル基等）、アルキルスルホニル基（例えば、メチルスルホニル基、エチルスルホニル
基、ブチルスルホニル基、シクロヘキシルスルホニル基、２－エチルヘキシルスルホニル
基、ドデシルスルホニル基等）、アリールスルホニル基またはヘテロアリールスルホニル
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基（例えば、フェニルスルホニル基、ナフチルスルホニル基、２－ピリジルスルホニル基
等）、アミノ基（例えば、アミノ基、エチルアミノ基、ジメチルアミノ基、ブチルアミノ
基、シクロペンチルアミノ基、２－エチルヘキシルアミノ基、ドデシルアミノ基、アニリ
ノ基、ナフチルアミノ基、２－ピリジルアミノ基等）、ハロゲン原子（例えば、フッ素原
子、塩素原子、臭素原子等）、フッ化炭化水素基（例えば、フルオロメチル基、トリフル
オロメチル基、ペンタフルオロエチル基、ペンタフルオロフェニル基等）、シアノ基、ニ
トロ基、ヒドロキシ基、メルカプト基、シリル基（例えば、トリメチルシリル基、トリイ
ソプロピルシリル基、トリフェニルシリル基、フェニルジエチルシリル基等）、ホスホノ
基等が挙げられる。
【００３９】
　これらの置換基は、上記の置換基によって更に置換されていてもよい。また、これらの
置換基は複数が互いに結合して環を形成していてもよい。
【００４０】
　一般式（ａ）において好ましいＸはＮＲ′またはＯであり、Ｒ′としては芳香族炭化水
素基、芳香族複素環基が特に好ましい。
【００４１】
　一般式（ａ）において、Ａｒで表される芳香環としては芳香族炭化水素環または芳香族
複素環が挙げられる。また、該芳香環は単環でもよく、縮合環でもよく、更に未置換でも
、後述するような置換基を有していてもよい。
【００４２】
　一般式（ａ）において、Ａｒで表される芳香族炭化水素環としては、ベンゼン環、ビフ
ェニル環、ナフタレン環、アズレン環、アントラセン環、フェナントレン環、ピレン環、
クリセン環、ナフタセン環、トリフェニレン環、ｏ－テルフェニル環、ｍ－テルフェニル
環、ｐ－テルフェニル環、アセナフテン環、コロネン環、フルオレン環、フルオラントレ
ン環、ナフタセン環、ペンタセン環、ペリレン環、ペンタフェン環、ピセン環、ピレン環
、ピラントレン環、アンスラアントレン環等が挙げられる。これらの環は更に置換基を有
していてもよい。
【００４３】
　一般式（ａ）において、Ａｒで表される芳香族複素環としては、例えば、フラン環、ジ
ベンゾフラン環、チオフェン環、オキサゾール環、ピロール環、ピリジン環、ピリダジン
環、ピリミジン環、ピラジン環、トリアジン環、ベンゾイミダゾール環、オキサジアゾー
ル環、トリアゾール環、イミダゾール環、ピラゾール環、チアゾール環、インドール環、
インダゾール環、ベンゾイミダゾール環、ベンゾチアゾール環、ベンゾオキサゾール環、
キノキサリン環、キナゾリン環、シンノリン環、キノリン環、イソキノリン環、フタラジ
ン環、ナフチリジン環、カルバゾール環、カルボリン環、ジアザカルバゾール環（カルボ
リン環を構成する炭化水素環の炭素原子の一つが、更に窒素原子で置換されている環を示
す）等が挙げられる。これらの環は更に置換基を有していてもよい。
【００４４】
　上記の中でも、一般式（ａ）において、Ａｒで表される芳香環として好ましく用いられ
るのは、カルバゾール環、カルボリン環、ジベンゾフラン環、ベンゼン環であり、特に好
ましく用いられるのは、カルバゾール環、カルボリン環、ベンゼン環である。
【００４５】
　上記の中でも、置換基を有するベンゼン環が好ましく、特に好ましくはカルバゾリル基
を有するベンゼン環が好ましい。
【００４６】
　また、一般式（ａ）において、Ａｒで表される芳香環としては、下記に示すような各々
３環以上の縮合環が好ましい一態様であり、３環以上が縮合した芳香族炭化水素縮合環と
しては、具体的には、ナフタセン環、アントラセン環、テトラセン環、ペンタセン環、ヘ
キサセン環、フェナントレン環、ピレン環、ベンゾピレン環、ベンゾアズレン環、クリセ
ン環、ベンゾクリセン環、アセナフテン環、アセナフチレン環、トリフェニレン環、コロ
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環、フルオランテン環、ペリレン環、ナフトペリレン環、ペンタベンゾペリレン環、ベン
ゾペリレン環、ペンタフェン環、ピセン環、ピラントレン環、コロネン環、ナフトコロネ
ン環、オバレン環、アンスラアントレン環等が挙げられる。
【００４７】
　なお、これらの環は更に置換基を有していてもよい。
【００４８】
　また、３環以上が縮合した芳香族複素環としては、具体的には、アクリジン環、ベンゾ
キノリン環、カルバゾール環、カルボリン環、フェナジン環、フェナントリジン環、フェ
ナントロリン環、カルボリン環、サイクラジン環、キンドリン環、テペニジン環、キニン
ドリン環、トリフェノジチアジン環、トリフェノジオキサジン環、フェナントラジン環、
アントラジン環、ペリミジン環、ジアザカルバゾール環（カルボリン環を構成する炭素原
子の任意の一つが窒素原子で置き換わったものを表す）、フェナントロリン環、ジベンゾ
フラン環、ジベンゾチオフェン環、ナフトフラン環、ナフトチオフェン環、ベンゾジフラ
ン環、ベンゾジチオフェン環、ナフトジフラン環、ナフトジチオフェン環、アントラフラ
ン環、アントラジフラン環、アントラチオフェン環、アントラジチオフェン環、チアント
レン環、フェノキサチイン環、チオファントレン環（ナフトチオフェン環）等が挙げられ
る。なお、これらの環は更に置換基を有していてもよい。
【００４９】
　ここで、一般式（ａ）において、Ａｒで表される芳香環が有してもよい置換基は、Ｒ′
、Ｒ″で各々表される置換基と同義である。
【００５０】
　また、一般式（ａ）において、ｎは０～８の整数を表すが、０～２であることが好まし
く、特にＸがＯ、Ｓである場合には１～２であることが好ましい。
【００５１】
　ここで、一般式（ａ）において、Ａｒで表される芳香環が有してもよい置換基は、Ｒ′
、Ｒ″で各々表される置換基と同義である。
【００５２】
　以下に一般式（ａ）で表されるホスト化合物の具体例を示すが、これらに限定されるも
のではない。
【００５３】
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【００５５】
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【００５６】
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【００５７】
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【００５８】
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【００５９】
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【００６０】
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【化１０】

【００６１】
　また、本発明に用いるホスト化合物は、低分子化合物でも繰り返し単位をもつ高分子化
合物でもよく、ビニル基やエポキシ基のような重合性基を有する低分子化合物（蒸着重合
性発光ホスト）でもよい。
【００６２】
　ホスト化合物としては、正孔輸送能、電子輸送能を有しつつ、且つ発光の長波長化を防
ぎ、高Ｔｇ（ガラス転移温度）である化合物が好ましい。
【００６３】
　本発明に係るホスト化合物としては、更に公知のホスト化合物を複数種併用して用いて
もよい。ホスト化合物を複数種用いることで、電荷の移動を調整することが可能であり、
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有機ＥＬパネルを高効率化することができる。また、リン光性化合物を複数種用いること
で、異なる発光を混ぜることが可能となり、これにより任意の発光色を得ることができる
。リン光性化合物の種類、ドープ量を調整することで白色発光が可能であり、照明、バッ
クライトへの応用もできる。
【００６４】
　従来公知のホスト化合物の具体例としては、以下の文献に記載されている化合物が好適
である。例えば、特開２００１－２５７０７６号公報、同２００２－３０８８５５号公報
、同２００１－３１３１７９号公報、同２００２－３１９４９１号公報、同２００１－３
５７９７７号公報、同２００２－３３４７８６号公報、同２００２－８８６０号公報、同
２００２－３３４７８７号公報、同２００２－１５８７１号公報、同２００２－３３４７
８８号公報、同２００２－４３０５６号公報、同２００２－３３４７８９号公報、同２０
０２－７５６４５号公報、同２００２－３３８５７９号公報、同２００２－１０５４４５
号公報、同２００２－３４３５６８号公報、同２００２－１４１１７３号公報、同２００
２－３５２９５７号公報、同２００２－２０３６８３号公報、同２００２－３６３２２７
号公報、同２００２－２３１４５３号公報、同２００３－３１６５号公報、同２００２－
２３４８８８号公報、同２００３－２７０４８号公報、同２００２－２５５９３４号公報
、同２００２－２６０８６１号公報、同２００２－２８０１８３号公報、同２００２－２
９９０６０号公報、同２００２－３０２５１６号公報、同２００２－３０５０８３号公報
、同２００２－３０５０８４号公報、同２００２－３０８８３７号公報等。
【００６５】
　（発光性ドーパント）
　本発明に係る発光性ドーパントとしては、リン光性化合物（「リン光発光性化合物」、
「リン光発光体」、「リン光発光材料」等とも言う。）及び蛍光性化合物を用いることが
できるが、より発光効率の高い有機ＥＬパネルを得る観点からは、本発明に係る有機ＥＬ
パネルの発光層に使用される発光性ドーパント（単に「発光材料」と言うこともある。）
としては、上記のホスト化合物を含有すると同時に、発光ドーパントとしては少なくとも
１種以上のリン光性化合物を含有することが好ましい。
【００６６】
　（リン光性化合物）
　本発明に係るリン光性化合物は、励起三重項からの発光が観測される化合物であり、具
体的には、室温（２５℃）にてリン光発光する化合物であり、リン光量子収率が２５℃に
おいて０．０１以上の化合物であると定義されるが、好ましいリン光量子収率は０．１以
上である。
【００６７】
　上記リン光量子収率は、第４版実験化学講座７の分光IIの３９８頁（１９９２年版、丸
善）に記載の方法により測定できる。溶液中でのリン光量子収率は種々の溶媒を用いて測
定できるが、本発明に係るリン光性化合物は、任意の溶媒のいずれかにおいて上記リン光
量子収率（０．０１以上）が達成されればよい。
【００６８】
　リン光性化合物の発光は原理としては２種挙げられ、一つはキャリアが輸送されるホス
ト化合物上でキャリアの再結合が起こってホスト化合物の励起状態が生成し、このエネル
ギーをリン光性化合物に移動させることでリン光性化合物からの発光を得るというエネル
ギー移動型、もう一つはリン光性化合物がキャリアトラップとなり、リン光性化合物上で
キャリアの再結合が起こりリン光性化合物からの発光が得られるというキャリアトラップ
型であるが、いずれの場合においても、リン光性化合物の励起状態のエネルギーはホスト
化合物の励起状態のエネルギーよりも低いことが条件である。リン発光体は、有機ＥＬパ
ネルの発光層に使用される公知のものの中から適宜選択して用いることができる。
【００６９】
　本発明に係るリン光性化合物としては、好ましくは元素の周期表で８族～１０族の金属
を含有する錯体系化合物であり、更に好ましくはイリジウム化合物、オスミウム化合物、
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または白金化合物（白金錯体系化合物）、希土類錯体であり、中でも最も好ましいのはイ
リジウム化合物である。本発明では、特に赤色はイリジウム化合物から選択されることが
好ましい。
【００７０】
　以下、一般式（１）で表されるリン光性化合物について詳述する。
【００７１】
　《一般式（１）で表されるリン光性化合物》
　本発明に係る前記一般式（１）で表されるリン光性化合物において、Ｒ1で表される置
換基としては、例えば、アルキル基（例えば、メチル基、エチル基、プロピル基、イソプ
ロピル基、ｔ－ブチル基、ペンチル基、ヘキシル基、オクチル基、ドデシル基、トリデシ
ル基、テトラデシル基、ペンタデシル基等）、シクロアルキル基（例えば、シクロペンチ
ル基、シクロヘキシル基等）、アルケニル基（例えば、ビニル基、アリル基等）、アルキ
ニル基（例えば、エチニル基、プロパルギル基等）、芳香族炭化水素環基（芳香族炭素環
基、アリール基等ともいい、例えば、フェニル基、ｐ－クロロフェニル基、メシチル基、
トリル基、キシリル基、ナフチル基、アントリル基、アズレニル基、アセナフテニル基、
フルオレニル基、フェナントリル基、インデニル基、ピレニル基、ビフェニリル基等）、
芳香族複素環基（例えば、ピリジル基、ピリミジニル基、フリル基、ピロリル基、イミダ
ゾリル基、ベンゾイミダゾリル基、ピラゾリル基、ピラジニル基、トリアゾリル基（例え
ば、１，２，４－トリアゾール－１－イル基、１，２，３－トリアゾール－１－イル基等
）、オキサゾリル基、ベンゾオキサゾリル基、チアゾリル基、イソオキサゾリル基、イソ
チアゾリル基、フラザニル基、チエニル基、キノリル基、ベンゾフリル基、ジベンゾフリ
ル基、ベンゾチエニル基、ジベンゾチエニル基、インドリル基、カルバゾリル基、カルボ
リニル基、ジアザカルバゾリル基（前記カルボリニル基のカルボリン環を構成する炭素原
子の一つが窒素原子で置き換わったものを示す）、キノキサリニル基、ピリダジニル基、
トリアジニル基、キナゾリニル基、フタラジニル基等）、複素環基（例えば、ピロリジル
基、イミダゾリジル基、モルホリル基、オキサゾリジル基等）、アルコキシ基（例えば、
メトキシ基、エトキシ基、プロピルオキシ基、ペンチルオキシ基、ヘキシルオキシ基、オ
クチルオキシ基、ドデシルオキシ基等）、シクロアルコキシ基（例えば、シクロペンチル
オキシ基、シクロヘキシルオキシ基等）、アリールオキシ基（例えば、フェノキシ基、ナ
フチルオキシ基等）、アルキルチオ基（例えば、メチルチオ基、エチルチオ基、プロピル
チオ基、ペンチルチオ基、ヘキシルチオ基、オクチルチオ基、ドデシルチオ基等）、シク
ロアルキルチオ基（例えば、シクロペンチルチオ基、シクロヘキシルチオ基等）、アリー
ルチオ基（例えば、フェニルチオ基、ナフチルチオ基等）、アルコキシカルボニル基（例
えば、メチルオキシカルボニル基、エチルオキシカルボニル基、ブチルオキシカルボニル
基、オクチルオキシカルボニル基、ドデシルオキシカルボニル基等）、アリールオキシカ
ルボニル基（例えば、フェニルオキシカルボニル基、ナフチルオキシカルボニル基等）、
スルファモイル基（例えば、アミノスルホニル基、メチルアミノスルホニル基、ジメチル
アミノスルホニル基、ブチルアミノスルホニル基、ヘキシルアミノスルホニル基、シクロ
ヘキシルアミノスルホニル基、オクチルアミノスルホニル基、ドデシルアミノスルホニル
基、フェニルアミノスルホニル基、ナフチルアミノスルホニル基、２－ピリジルアミノス
ルホニル基等）、アシル基（例えば、アセチル基、エチルカルボニル基、プロピルカルボ
ニル基、ペンチルカルボニル基、シクロヘキシルカルボニル基、オクチルカルボニル基、
２－エチルヘキシルカルボニル基、ドデシルカルボニル基、フェニルカルボニル基、ナフ
チルカルボニル基、ピリジルカルボニル基等）、アシルオキシ基（例えば、アセチルオキ
シ基、エチルカルボニルオキシ基、ブチルカルボニルオキシ基、オクチルカルボニルオキ
シ基、ドデシルカルボニルオキシ基、フェニルカルボニルオキシ基等）、アミド基（例え
ば、メチルカルボニルアミノ基、エチルカルボニルアミノ基、ジメチルカルボニルアミノ
基、プロピルカルボニルアミノ基、ペンチルカルボニルアミノ基、シクロヘキシルカルボ
ニルアミノ基、２－エチルヘキシルカルボニルアミノ基、オクチルカルボニルアミノ基、
ドデシルカルボニルアミノ基、フェニルカルボニルアミノ基、ナフチルカルボニルアミノ
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基等）、カルバモイル基（例えば、アミノカルボニル基、メチルアミノカルボニル基、ジ
メチルアミノカルボニル基、プロピルアミノカルボニル基、ペンチルアミノカルボニル基
、シクロヘキシルアミノカルボニル基、オクチルアミノカルボニル基、２－エチルヘキシ
ルアミノカルボニル基、ドデシルアミノカルボニル基、フェニルアミノカルボニル基、ナ
フチルアミノカルボニル基、２－ピリジルアミノカルボニル基等）、ウレイド基（例えば
、メチルウレイド基、エチルウレイド基、ペンチルウレイド基、シクロヘキシルウレイド
基、オクチルウレイド基、ドデシルウレイド基、フェニルウレイド基ナフチルウレイド基
、２－ピリジルアミノウレイド基等）、スルフィニル基（例えば、メチルスルフィニル基
、エチルスルフィニル基、ブチルスルフィニル基、シクロヘキシルスルフィニル基、２－
エチルヘキシルスルフィニル基、ドデシルスルフィニル基、フェニルスルフィニル基、ナ
フチルスルフィニル基、２－ピリジルスルフィニル基等）、アルキルスルホニル基（例え
ば、メチルスルホニル基、エチルスルホニル基、ブチルスルホニル基、シクロヘキシルス
ルホニル基、２－エチルヘキシルスルホニル基、ドデシルスルホニル基等）、アリールス
ルホニル基またはヘテロアリールスルホニル基（例えば、フェニルスルホニル基、ナフチ
ルスルホニル基、２－ピリジルスルホニル基等）、アミノ基（例えば、アミノ基、エチル
アミノ基、ジメチルアミノ基、ブチルアミノ基、シクロペンチルアミノ基、２－エチルヘ
キシルアミノ基、ドデシルアミノ基、アニリノ基、ナフチルアミノ基、２－ピリジルアミ
ノ基等）、シアノ基、ニトロ基、ヒドロキシ基、メルカプト基、シリル基（例えば、トリ
メチルシリル基、トリイソプロピルシリル基、トリフェニルシリル基、フェニルジエチル
シリル基等）等が挙げられる。
【００７２】
　これらの置換基の内、好ましいものはアルキル基もしくはアリール基である。
【００７３】
　Ｚは５～７員環を形成するのに必要な非金属原子群を表す。Ｚにより形成される５～７
員環としては、例えば、ベンゼン環、ナフタレン環、ピリジン環、ピリミジン環、ピロー
ル環、チオフェン環、ピラゾール環、イミダゾール環、オキサゾール環及びチアゾール環
等が挙げられる。これらの内で好ましいものはベンゼン環である。
【００７４】
　Ｂ1～Ｂ5は炭素原子、窒素原子、酸素原子もしくは硫黄原子を表し、少なくとも一つは
窒素原子を表す。これら５つの原子により形成される芳香族含窒素複素環としては単環が
好ましい。例えば、ピロール環、ピラゾール環、イミダゾール環、トリアゾール環、テト
ラゾール環、オキサゾール環、イソオキサゾール環、チアゾール環、イソチアゾール環、
オキサジアゾール環及びチアジアゾー環ル等が挙げられる。これらの内で好ましいものは
、ピラゾール環、イミダゾール環であり、更に好ましくはイミダゾール環である。これら
の環は上記の置換基によって更に置換されていてもよい。置換基として好ましいものはア
ルキル基及びアリール基であり、更に好ましくはアリール基である。
【００７５】
　Ｌ1はＸ1、Ｘ2と共に２座の配位子を形成する原子群を表す。Ｘ1－Ｌ1－Ｘ2で表される
２座の配位子の具体例としては、例えば、置換または無置換のフェニルピリジン、フェニ
ルピラゾール、フェニルイミダゾール、フェニルトリアゾール、フェニルテトラゾール、
ピラザボール、ピコリン酸及びアセチルアセトン等が挙げられる。これらの基は上記の置
換基によって更に置換されていてもよい。
【００７６】
　ｍ１は１、２または３の整数を表し、ｍ２は０、１または２の整数を表すが、ｍ１＋ｍ
２は２または３である。中でも、ｍ２は０である場合が好ましい。
【００７７】
　Ｍ1で表される金属としては、元素周期表の８～１０族の遷移金属元素（単に遷移金属
とも言う）が用いられるが、中でもイリジウム、白金が好ましく、更に好ましくはイリジ
ウムである。
【００７８】
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　なお、本発明に係る一般式（１）で表されるリン光性化合物は、重合性基または反応性
基を有していてもいなくてもよい。
【００７９】
　また、前記一般式（１）において、Ｂ1～Ｂ5で形成される含窒素複素環はイミダゾール
環であることが好ましい。
【００８０】
　また、Ｂ1～Ｂ5で形成される含窒素複素環がイミダゾール環の場合、前記一般式（１）
は下記一般式（２）で表されることがより好ましい。
【００８１】
【化１１】

【００８２】
　一般式（２）において、Ｒ1、Ｒ2、Ｒ3は置換基を表す。Ｚは５～７員環を形成するの
に必要な非金属原子群を表す。ｎ１は０～５の整数を表す。Ｍ1は元素周期表における８
族～１０族の金属を表す。Ｘ1及びＸ2は炭素原子、窒素原子もしくは酸素原子を表し、Ｌ

1はＸ1及びＸ2とともに２座の配位子を形成する原子群を表す。ｍ１は１、２または３の
整数を表し、ｍ２は０、１または２の整数を表し、ｍ１＋ｍ２は２または３である。
【００８３】
　一般式（２）において、Ｒ1、Ｒ2、Ｒ3で表される置換基は前記一般式（１）における
Ｒ1で表される置換基と同義である。また、Ｚ、Ｍ1、Ｘ1及びＸ2、Ｌ1等についても前記
一般式（１）におけるものと同義である。また、ｍ１、ｍ２も同義である。
【００８４】
　また、一般式（２）のＲ2で表される基として、芳香族炭化水素環基（芳香族炭素環基
）が好ましく、中でも置換アリール基が好ましく、置換アリールとして下記一般式（３）
で表される基が好ましい。
【００８５】
【化１２】

【００８６】
　一般式（３）において、Ｒ5は立体パラメータ値（Ｅｓ値）が－０．５以下の置換基を
表す。Ｒ5はＲ1と同じで、ｎ５は０～４の整数を表す。なお、＊は結合位置を表す。
【００８７】
　ここで、Ｅｓ値とは化学反応性より誘導された立体パラメータであり、この値が小さけ
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【００８８】
　以下、Ｅｓ値について説明する。一般に、酸性条件下でのエステルの加水分解反応にお
いては、置換基が反応の進行に対して及ぼす影響は立体障害だけと考えてよいことが知ら
れており、この事を利用して置換基の立体障害を数値化したものがＥｓ値である。
【００８９】
　例えば、置換基ＸのＥｓ値は、次の化学反応式
　Ｘ－ＣＨ2ＣＯＯＲX＋Ｈ2Ｏ→Ｘ－ＣＨ2ＣＯＯＨ＋ＲXＯＨ
で表される、酢酸のメチル基の水素原子１つを置換基Ｘで置換したα位モノ置換酢酸から
誘導されるα位モノ置換酢酸エステルを酸性条件下で加水分解する際の反応速度定数ｋＸ
と、次の化学反応式
　ＣＨ3ＣＯＯＲY＋Ｈ2Ｏ→ＣＨ3ＣＯＯＨ＋ＲYＯＨ
（ＲXはＲYと同じである）で表される、上記のα位モノ置換酢酸エステルに対応する酢酸
エステルを酸性条件下で加水分解する際の反応速度定数ｋＨから次の式で求められる。
【００９０】
　Ｅｓ＝ｌｏｇ（ｋＸ／ｋＨ）
　置換基Ｘの立体障害により反応速度は低下し、その結果ｋＸ＜ｋＨとなるのでＥｓ値は
通常負となる。実際にＥｓ値を求める場合には、上記の二つの反応速度定数ｋＸとｋＨを
求め、上記の式により算出する。
【００９１】
　Ｅｓ値の具体的な例は、Ｕｎｇｅｒ，Ｓ．Ｈ．，Ｈａｎｓｃｈ，Ｃ．，Ｐｒｏｇ．Ｐｈ
ｙｓ．Ｏｒｇ．Ｃｈｅｍ．，１２，９１（１９７６）に詳しく記載されている。また、『
薬物の構造活性相関』（化学の領域増刊１２２号、南江堂）、「Ａｍｅｒｉｃａｎ　Ｃｈ
ｅｍｉｃａｌ　Ｓｏｃｉｅｔｙ　Ｐｒｏｆｅｓｓｉｏｎａｌ　Ｒｅｆｅｒｅｎｃｅ　Ｂｏ
ｏｋ，’Ｅｘｐｌｏｒｉｎｇ　ＱＳＡＲ’ｐ．８１　Ｔａｂｌｅ　３－３」にも、その具
体的な数値の記載がある。次にその一部を表１に示す。
【００９２】
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【００９３】
　ここで、注意するのは本明細書で定義するところのＥｓ値は、メチル基のそれを０とし
て定義したのではなく、水素原子を０としたものであり、メチル基を０としたＥｓ値から
１．２４を差し引いたものである。
【００９４】
　本発明において、Ｒ5は立体パラメータ値（Ｅｓ値）が－０．５以下の置換基を表す。
好ましくは－７．０以上－０．６以下であり、最も好ましくは－７．０以上－１．０以下
である。
【００９５】
　また、本発明においては、Ｒ5に、例えば、ケト－エノール互変異性体が存在し得る場
合、ケト部分はエノールの異性体としてＥｓ値を換算している。他の互変異性が存在する
場合も同様の換算方法においてＥｓ値を換算する。
【００９６】
　以下に本発明に係る一般式（１）、また一般式（２）で表されるリン光性化合物の具体
的な例を挙げるが、本発明はこれらに限定されるものではない。
【００９７】
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【化１３】

【００９８】
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【化１４】

【００９９】
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【化１５】

【０１００】
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【化１６】

【０１０１】
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【化１７】

【０１０２】
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【化１８】

【０１０３】
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【化１９】

【０１０４】
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【化２０】

【０１０５】
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【化２１】

【０１０６】
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【化２２】

【０１０７】
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【化２３】

【０１０８】
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【化２４】

【０１０９】
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【化２５】

【０１１０】
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【化２６】

【０１１１】
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【化２７】

【０１１２】
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【化２８】

【０１１３】
　これらの金属錯体は、例えば、Ｏｒｇａｎｉｃ　Ｌｅｔｔｅｒ誌、ｖｏｌ３、Ｎｏ．１
６、２５７９～２５８１頁（２００１）、Ｉｎｏｒｇａｎｉｃ　Ｃｈｅｍｉｓｔｒｙ，第
３０巻、第８号、１６８５～１６８７頁（１９９１年）、Ｊ．Ａｍ．Ｃｈｅｍ．Ｓｏｃ．
，１２３巻、４３０４頁（２００１年）、Ｉｎｏｒｇａｎｉｃ　Ｃｈｅｍｉｓｔｒｙ，第
４０巻、第７号、１７０４～１７１１頁（２００１年）、Ｉｎｏｒｇａｎｉｃ　Ｃｈｅｍ
ｉｓｔｒｙ，第４１巻、第１２号、３０５５～３０６６頁（２００２年）、Ｎｅｗ　Ｊｏ
ｕｒｎａｌ　ｏｆ　Ｃｈｅｍｉｓｔｒｙ．，第２６巻、１１７１頁（２００２年）、Ｅｕ
ｒｏｐｅａｎ　Ｊｏｕｒｎａｌ　ｏｆ　Ｏｒｇａｎｉｃ　Ｃｈｅｍｉｓｔｒｙ，第４巻、
６９５～７０９頁（２００４年）、更にこれらの文献中に記載の参考文献等の方法を適用
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することにより合成できる。
【０１１４】
　（蛍光性化合物：蛍光発光体）
　蛍光性化合物（「蛍光発光体」、「蛍光性ドーパント」等とも言う。）の代表例として
は、クマリン系色素、ピラン系色素、シアニン系色素、クロコニウム系色素、スクアリウ
ム系色素、オキソベンツアントラセン系色素、フルオレセイン系色素、ローダミン系色素
、ピリリウム系色素、ペリレン系色素、スチルベン系色素、ポリチオフェン系色素、また
は希土類錯体系蛍光体等が挙げられる。
【０１１５】
　また、従来公知のドーパントも本発明に用いることができ、例えば、国際公開第００／
７０６５５号パンフレット、特開２００２－２８０１７８号公報、特開２００１－１８１
６１６号公報、特開２００２－２８０１７９号公報、特開２００１－１８１６１７号公報
、特開２００２－２８０１８０号公報、特開２００１－２４７８５９号公報、特開２００
２－２９９０６０号公報、特開２００１－３１３１７８号公報、特開２００２－３０２６
７１号公報、特開２００１－３４５１８３号公報、特開２００２－３２４６７９号公報、
国際公開第０２／１５６４５号パンフレット、特開２００２－３３２２９１号公報、特開
２００２－５０４８４号公報、特開２００２－３３２２９２号公報、特開２００２－８３
６８４号公報、特表２００２－５４０５７２号公報、特開２００２－１１７９７８号公報
、特開２００２－３３８５８８号公報、特開２００２－１７０６８４号公報、特開２００
２－３５２９６０号公報、国際公開第０１／９３６４２号パンフレット、特開２００２－
５０４８３号公報、特開２００２－１００４７６号公報、特開２００２－１７３６７４号
公報、特開２００２－３５９０８２号公報、特開２００２－１７５８８４号公報、特開２
００２－３６３５５２号公報、特開２００２－１８４５８２号公報、特開２００３－７４
６９号公報、特表２００２－５２５８０８号公報、特開２００３－７４７１号公報、特表
２００２－５２５８３３号公報、特開２００３－３１３６６号公報、特開２００２－２２
６４９５号公報、特開２００２－２３４８９４号公報、特開２００２－２３５０７６号公
報、特開２００２－２４１７５１号公報、特開２００１－３１９７７９号公報、特開２０
０１－３１９７８０号公報、特開２００２－６２８２４号公報、特開２００２－１００４
７４号公報、特開２００２－２０３６７９号公報、特開２００２－３４３５７２号公報、
特開２００２－２０３６７８号公報等が挙げられる。
【０１１６】
　《正孔輸送層》
　正孔輸送層は正孔を輸送する機能を有する正孔輸送材料からなり、広い意味で正孔注入
層、電子阻止層も正孔輸送層に含まれる。正孔輸送層は単層または複数層設けることがで
きる。
【０１１７】
　正孔輸送材料としては、正孔の注入または輸送、電子の障壁性のいずれかを有するもの
で有機物、無機物のいずれでもよい。例えば、トリアゾール誘導体、オキサジアゾール誘
導体、イミダゾール誘導体、ポリアリールアルカン誘導体、ピラゾリン誘導体及びピラゾ
ロン誘導体、フェニレンジアミン誘導体、アリールアミン誘導体、アミノ置換カルコン誘
導体、オキサゾール誘導体、スチリルアントラセン誘導体、フルオレノン誘導体、ヒドラ
ゾン誘導体、スチルベン誘導体、シラザン誘導体、アニリン系共重合体、また導電性高分
子オリゴマー、特にチオフェンオリゴマー等が挙げられる。
【０１１８】
　正孔輸送材料としては上記のものを使用することができるが、ポルフィリン化合物、芳
香族第３級アミン化合物及びスチリルアミン化合物、特に芳香族第３級アミン化合物を用
いることが好ましい。
【０１１９】
　芳香族第３級アミン化合物及びスチリルアミン化合物の代表例としては、Ｎ，Ｎ，Ｎ′
，Ｎ′－テトラフェニル－４，４′－ジアミノフェニル；Ｎ，Ｎ′－ジフェニル－Ｎ，Ｎ
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′－ビス（３－メチルフェニル）－〔１，１′－ビフェニル〕－４，４′－ジアミン（Ｔ
ＰＤ）；２，２－ビス（４－ジ－ｐ－トリルアミノフェニル）プロパン；１，１－ビス（
４－ジ－ｐ－トリルアミノフェニル）シクロヘキサン；Ｎ，Ｎ，Ｎ′，Ｎ′－テトラ－ｐ
－トリル－４，４′－ジアミノビフェニル；１，１－ビス（４－ジ－ｐ－トリルアミノフ
ェニル）－４－フェニルシクロヘキサン；ビス（４－ジメチルアミノ－２－メチルフェニ
ル）フェニルメタン；ビス（４－ジ－ｐ－トリルアミノフェニル）フェニルメタン；Ｎ，
Ｎ′－ジフェニル－Ｎ，Ｎ′－ジ（４－メトキシフェニル）－４，４′－ジアミノビフェ
ニル；Ｎ，Ｎ，Ｎ′，Ｎ′－テトラフェニル－４，４′－ジアミノジフェニルエーテル；
４，４′－ビス（ジフェニルアミノ）クオードリフェニル；Ｎ，Ｎ，Ｎ－トリ（ｐ－トリ
ル）アミン；４－（ジ－ｐ－トリルアミノ）－４′－〔４－（ジ－ｐ－トリルアミノ）ス
チリル〕スチルベン；４－Ｎ，Ｎ－ジフェニルアミノ－（２－ジフェニルビニル）ベンゼ
ン；３－メトキシ－４′－Ｎ，Ｎ－ジフェニルアミノスチルベンゼン；Ｎ－フェニルカル
バゾール、更には米国特許第５，０６１，５６９号明細書に記載されている２個の縮合芳
香族環を分子内に有するもの、例えば、４，４′－ビス〔Ｎ－（１－ナフチル）－Ｎ－フ
ェニルアミノ〕ビフェニル（ＮＰＤ）、特開平４－３０８６８８号公報に記載されている
トリフェニルアミンユニットが３つスターバースト型に連結された４，４′，４″－トリ
ス〔Ｎ－（３－メチルフェニル）－Ｎ－フェニルアミノ〕トリフェニルアミン（ＭＴＤＡ
ＴＡ）等が挙げられる。
【０１２０】
　更にこれらの材料を高分子鎖に導入した、またはこれらの材料を高分子の主鎖とした高
分子材料を用いることもできる。また、ｐ型－Ｓｉ、ｐ型－ＳｉＣ等の無機化合物も正孔
注入材料、正孔輸送材料として使用することができる。また、特開平１１－２５１０６７
号公報、Ｊ．Ｈｕａｎｇ　ｅｔ．ａｌ．著文献（Ａｐｐｌｉｅｄ　Ｐｈｙｓｉｃｓ　Ｌｅ
ｔｔｅｒｓ　８０（２００２），ｐ．１３９）に記載されているような、所謂ｐ型正孔輸
送材料を用いることもできる。
【０１２１】
　本発明ではより高効率の発光パネルが得られることから、これらの材料を用いることが
好ましい。正孔輸送層は上記正孔輸送材料を、例えば、真空蒸着法、スピンコート法、キ
ャスト法、インクジェット法を含む印刷法、ＬＢ法等の公知の方法により、薄膜化するこ
とにより形成することができる。正孔輸送層の膜厚については特に制限はないが、通常は
５ｎｍ～５μｍ程度、好ましくは５～２００ｎｍである。
【０１２２】
　この正孔輸送層は上記材料の１種または２種以上からなる一層構造であってもよい。ま
た、不純物をドープしたｐ性の高い正孔輸送層を用いることもできる。その例としては、
特開平４－２９７０７６号公報、特開２０００－１９６１４０号公報、特開２００１－１
０２１７５号公報、Ｊ．Ａｐｐｌ．Ｐｈｙｓ．，９５，５７７３（２００４）等に記載さ
れたものが挙げられる。本発明ではこのようなｐ性の高い正孔輸送層を用いることが、よ
り低消費電力のパネルを作製することができるため好ましい。
【０１２３】
　《電子輸送層》
　電子輸送層は電子を輸送する機能を有する材料からなり、広い意味で電子注入層、正孔
阻止層も電子輸送層に含む。電子輸送層は単層または複数層設けることができる。従来、
単層の電子輸送層、及び複数層とする場合は発光層に対して陰極側に隣接する電子輸送層
に用いられる電子輸送材料（正孔阻止材料を兼ねる）は、陰極より注入された電子を発光
層に伝達する機能を有していればよく、その材料は従来公知の化合物の中から任意のもの
を選択して用いることができ、例えば、ニトロ置換フルオレン誘導体、ジフェニルキノン
誘導体、チオピランジオキシド誘導体、カルボジイミド、フレオレニリデンメタン誘導体
、アントラキノジメタン及びアントロン誘導体、オキサジアゾール誘導体等が挙げられる
。
【０１２４】
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　更に、上記オキサジアゾール誘導体において、オキサジアゾール環の酸素原子を硫黄原
子に置換したチアジアゾール誘導体、電子吸引基として知られているキノキサリン環を有
するキノキサリン誘導体も、電子輸送材料として用いることができる。更にこれらの材料
を高分子鎖に導入した、またはこれらの材料を高分子の主鎖とした高分子材料を用いるこ
とができる。
【０１２５】
　また、８－キノリノール誘導体の金属錯体、例えば、トリス（８－キノリノール）アル
ミニウム（Ａｌｑ）、トリス（５，７－ジクロロ－８－キノリノール）アルミニウム、ト
リス（５，７－ジブロモ－８－キノリノール）アルミニウム、トリス（２－メチル－８－
キノリノール）アルミニウム、トリス（５－メチル－８－キノリノール）アルミニウム、
ビス（８－キノリノール）亜鉛（Ｚｎｑ）等、及びこれらの金属錯体の中心金属がＩｎ、
Ｍｇ、Ｃｕ、Ｃａ、Ｓｎ、ＧａまたはＰｂに置き替わった金属錯体も、電子輸送材料とし
て用いることができる。
【０１２６】
　その他、メタルフリーもしくはメタルフタロシアニン、またはそれらの末端がアルキル
基やスルホン酸基等で置換されているものも、電子輸送材料として好ましく用いることが
できる。また、発光層の材料として例示したジスチリルピラジン誘導体も、電子輸送材料
として用いることができ、正孔注入層、正孔輸送層と同様にｎ型－Ｓｉ、ｎ型－ＳｉＣ等
の無機半導体も電子輸送材料として用いることができる。
【０１２７】
　電子輸送層は上記電子輸送材料を、例えば、真空蒸着法、スピンコート法、キャスト法
、インクジェット法を含む印刷法、ＬＢ法等の公知の方法により薄膜化することにより形
成することができる。電子輸送層の膜厚については特に制限はないが、通常は５ｎｍ～５
μｍ程度、好ましくは５～２００ｎｍである。
【０１２８】
　電子輸送層は上記材料の１種または２種以上からなる一層構造であってもよい。また不
純物をドープしたｎ性の高い電子輸送層を用いることもできる。その例としては、特開平
４－２９７０７６号公報、特開平１０－２７０１７２号公報、特開２０００－１９６１４
０号公報、特開２００１－１０２１７５号公報、Ｊ．Ａｐｐｌ．Ｐｈｙｓ．，９５，５７
７３（２００４）などに記載されたものが挙げられる。本発明においては、このようなｎ
性の高い電子輸送層を用いることが、より低消費電力のパネルを作製することができるた
め好ましい。
【０１２９】
　《注入層：電子注入層、正孔注入層》
　注入層は、駆動電圧低下や発光輝度向上のために電極と有機層間に設けられる層のこと
で、「有機ＥＬ素子とその工業化最前線（１９９８年１１月３０日エヌ・ティー・エス社
発行）」の第２編第２章「電極材料」（１２３～１６６頁）に詳細に記載されており、正
孔注入層（陽極バッファー層）と電子注入層（陰極バッファー層）とがある。
【０１３０】
　注入層は必要に応じて設け、上記の如く陽極と発光層または正孔輸送層の間、及び陰極
と発光層または電子輸送層との間に存在させてもよい。
【０１３１】
　陽極バッファー層（正孔注入層）は、特開平９－４５４７９号公報、同９－２６００６
２号公報、同８－２８８０６９号公報等にもその詳細が記載されており、具体例として、
銅フタロシアニンに代表されるフタロシアニンバッファー層、酸化バナジウムに代表され
る酸化物バッファー層、アモルファスカーボンバッファー層、ポリアニリン（エメラルデ
ィン）やポリチオフェン等の導電性高分子を用いた高分子バッファー層等が挙げられる。
【０１３２】
　陰極バッファー層（電子注入層）は、特開平６－３２５８７１号公報、同９－１７５７
４号公報、同１０－７４５８６号公報等にもその詳細が記載されており、具体的にはスト
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ロンチウムやアルミニウム等に代表される金属バッファー層、フッ化リチウムに代表され
るアルカリ金属化合物バッファー層、フッ化マグネシウムに代表されるアルカリ土類金属
化合物バッファー層、酸化アルミニウムに代表される酸化物バッファー層等が挙げられる
。上記バッファー層（注入層）はごく薄い膜であることが望ましく、素材にもよるがその
膜厚は０．１～５μｍの範囲が好ましい。
【０１３３】
　《阻止層：正孔阻止層、電子阻止層》
　正孔阻止層は広い意味では電子輸送層の機能を有し、電子を輸送する機能を有しつつ正
孔を輸送する能力が著しく小さい正孔阻止材料からなり、電子を輸送しつつ正孔を阻止す
ることで電子と正孔の再結合確率を向上させることができる。また、前述した電子輸送層
の構成を必要に応じて、本発明に係る正孔阻止層として用いることができる。本発明に係
る有機ＥＬパネルの正孔阻止層は、発光層に隣接して設けられていることが好ましい。
【０１３４】
　阻止層は、上記の如く有機化合物薄膜の基本構成層の他に必要に応じて設けられるもの
である。例えば、特開平１１－２０４２５８号公報、同１１－２０４３５９号公報、及び
「有機ＥＬ素子とその工業化最前線（１９９８年１１月３０日エヌ・ティー・エス社発行
）」の２３７頁等に記載されている正孔阻止（ホールブロック）層がある。
【０１３５】
　本発明においては、正孔阻止層に含有される化合物の５０質量％以上が、前記最短波発
光層のホスト化合物に対し、そのイオン化ポテンシャルが０．２ｅＶ以上大きいことが好
ましい。本発明に係る正孔阻止層は、前記エレクトロンドナーを含有すると電子密度が増
加するので、更なる低電圧化のために好ましい。
【０１３６】
　なお、イオン化ポテンシャルは化合物のＨＯＭＯ（最高被占分子軌道）レベルにある電
子を真空準位に放出するのに必要なエネルギーで定義され、例えば、下記に示すような方
法により求めることができる。
【０１３７】
　（１）米国Ｇａｕｓｓｉａｎ社製の分子軌道計算用ソフトウェアであるＧａｕｓｓｉａ
ｎ９８（Ｇａｕｓｓｉａｎ９８、Ｒｅｖｉｓｉｏｎ　Ａ．１１．４，Ｍ．Ｊ．Ｆｒｉｓｃ
ｈ，ｅｔ　ａｌ，Ｇａｕｓｓｉａｎ，Ｉｎｃ．，Ｐｉｔｔｓｂｕｒｇｈ　ＰＡ，２００２
．）を用い、キーワードとしてＢ３ＬＹＰ／６－３１Ｇ＊を用いて構造最適化を行うこと
により、算出した値（ｅＶ単位換算値）の小数点第２位を四捨五入した値としてイオン化
ポテンシャルを求めることができる。この計算値が有効な背景には、この手法で求めた計
算値と実験値の相関が高いためである。
【０１３８】
　（２）イオン化ポテンシャルは光電子分光法で直接測定する方法により求めることもで
きる。例えば、理研計器社製の低エネルギー電子分光装置「Ｍｏｄｅｌ　ＡＣ－１」を用
いて、あるいは紫外光電子分光として知られている方法を好適に用いることができる。
【０１３９】
　一方、電子阻止層とは広い意味では正孔輸送層の機能を有し、正孔を輸送する機能を有
しつつ電子を輸送する能力が著しく小さい材料からなり、正孔を輸送しつつ電子を阻止す
ることで電子と正孔の再結合確率を向上させることができる。本発明に好ましく用いられ
る電子阻止層は、前記正孔輸送層の材料である。更に前記エレクトロンアクセプターを含
有すると、更なる低電圧化の効果が得られる。
【０１４０】
　本発明に係る正孔阻止層、電子輸送層の膜厚としては、好ましくは３～１００ｎｍであ
り、更に好ましくは５～３０ｎｍである。
【０１４１】
　《基板》
　本発明に係る有機ＥＬパネルに係る基板（以下、基体、支持基盤、基材、支持体等とも
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言う。）としては、ガラス、プラスチック等の種類には特に限定はなく、また、透明であ
っても不透明であってもよい。基板側から光を取り出す場合には、基板は透明であること
が好ましい。好ましく用いられる透明な基板としては、ガラス、石英、透明樹脂フィルム
を挙げることができる。特に好ましい基板は、有機ＥＬパネルにフレキシブル性を与える
ことが可能な樹脂フィルムである。
【０１４２】
　樹脂フィルムとしては、例えば、ポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）、ポリエチレ
ンナフタレート（ＰＥＮ）等のポリエステル、ポリエチレン、ポリプロピレン、セロファ
ン、セルロースジアセテート、セルローストリアセテート、セルロースアセテートブチレ
ート、セルロースアセテートプロピオネート（ＣＡＰ）、セルロースアセテートフタレー
ト（ＴＡＣ）、セルロースナイトレート等のセルロースエステル類またはそれらの誘導体
、ポリ塩化ビニリデン、ポリビニルアルコール、ポリエチレンビニルアルコール、シンジ
オタクティックポリスチレン、ポリカーボネート、ノルボルネン樹脂、ポリメチルペンテ
ン、ポリエーテルケトン、ポリイミド、ポリエーテルスルホン（ＰＥＳ）、ポリフェニレ
ンスルフィド、ポリスルホン類、ポリエーテルイミド、ポリエーテルケトンイミド、ポリ
アミド、フッ素樹脂、ナイロン、ポリメチルメタクリレート、アクリルあるいはポリアリ
レート類、アートン（ＪＳＲ社製）あるいはアペル（三井化学社製）といったシクロオレ
フィン系樹脂等を挙げられる。
【０１４３】
　樹脂フィルムの表面には、無機物、有機物の被膜またはその両者のハイブリッド被膜が
形成されていてもよく、ＪＩＳ　Ｋ　７１２９－１９９２に準拠した方法で測定された水
蒸気透過度（２５±０．５℃、相対湿度（９０±２）％ＲＨ）が、１×１０-3ｇ／（ｍ2

・２４ｈ）以下のバリア性フィルムであることが好ましく、更にはＪＩＳ　Ｋ　７１２６
－１９８７に準拠した方法で測定された酸素透過度が、１×１０-3ｍｌ／ｍ2・２４ｈ・
ａｔｍ以下、水蒸気透過度（２５±０．５℃、相対湿度（９０±２）％ＲＨ）が、１×１
０-3ｇ／（ｍ2・２４ｈ）以下の高バリア性フィルムであることが好ましい。
【０１４４】
　高バリア性フィルムとするために、樹脂フィルム表面に形成されるバリア膜を形成する
材料としては、水分や酸素などパネルの劣化をもたらすものの浸入を抑制する機能を有す
る材料であればよく、例えば、酸化珪素、二酸化珪素、窒化珪素などを用いることができ
る。更に該膜の脆弱性を改良するために、これら無機層と有機材料からなる層の積層構造
を持たせることがより好ましい。無機層と有機層の積層順については特に制限はないが、
両者を交互に複数回積層させることが好ましい。
【０１４５】
　《バリア膜の形成方法》
　バリア膜の形成方法については特に限定はなく、例えば、真空蒸着法、スパッタリング
法、反応性スパッタリング法、分子線エピタキシー法、クラスタ－イオンビーム法、イオ
ンプレーティング法、プラズマ重合法、大気圧プラズマ重合法、プラズマＣＶＤ法、レー
ザーＣＶＤ法、熱ＣＶＤ法、コーティング法などを用いることができるが、特開２００４
－６８１４３号公報に記載されているような大気圧プラズマ重合法によるものが特に好ま
しい。不透明な支持基盤としては、例えば、アルミ、ステンレス等の金属板・フィルムや
不透明樹脂基板、セラミック製の基板等が挙げられる。
【０１４６】
　本発明に係る有機ＥＬパネルの発光の室温における外部取り出し効率は、１％以上であ
ることが好ましく、より好ましくは５％以上である。ここに、外部取り出し量子効率（％
）＝有機ＥＬパネル外部に発光した光子数／有機ＥＬパネルに流した電子数×１００であ
る。また、カラーフィルター等の色相改良フィルター等を併用しても、有機ＥＬパネルか
らの発光色を蛍光体を用いて多色へ変換する色変換フィルターを併用してもよい。
【０１４７】
　《封止》
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　本発明に係る有機ＥＬパネルの封止に用いられる封止手段としては、例えば、封止部材
と、電極、支持基盤とを接着剤で接着する方法を挙げることができる。封止部材としては
、有機ＥＬパネルの表示領域を覆うように配置されておればよく、凹板状でも、平板状で
もよい。また、透明性、電気絶縁性は特に限定されない。
【０１４８】
　具体的には、ガラス板、ポリマー板・フィルム、金属板・フィルム等が挙げられる。ガ
ラス板としては、特にソーダ石灰ガラス、バリウム・ストロンチウム含有ガラス、鉛ガラ
ス、アルミノ珪酸ガラス、ホウ珪酸ガラス、バリウムホウ珪酸ガラス、石英等を挙げるこ
とができる。
【０１４９】
　また、ポリマー板としては、ポリカーボネート、アクリル、ポリエチレンテレフタレー
ト、ポリエーテルサルファイド、ポリサルフォン等を挙げることができる。金属板として
は、ステンレス、鉄、銅、アルミニウム、マグネシウム、ニッケル、亜鉛、クロム、チタ
ン、モリブテン、シリコン、ゲルマニウム及びタンタルからなる群から選ばれる一種以上
の金属または合金からなるものが挙げられる。
【０１５０】
　本発明においては、パネルを薄膜化できるということからポリマーフィルム、金属フィ
ルムを好ましく使用することができる。更には、ポリマーフィルムは、ＪＩＳ　Ｋ　７１
２９－１９９２に準拠した方法で測定された水蒸気透過度（２５±０．５℃、相対湿度（
９０±２）％ＲＨ）が、１×１０-3ｇ／（ｍ2・２４ｈ）以下のバリア性フィルムである
ことが好ましく、更にはＪＩＳ　Ｋ　７１２６－１９８７に準拠した方法で測定された酸
素透過度が、１×１０-3ｍｌ／ｍ2・２４ｈ・ａｔｍ以下、水蒸気透過度（２５±０．５
℃、相対湿度（９０±２）％ＲＨ）が、１×１０-3ｇ／（ｍ2・２４ｈ）以下の高バリア
性フィルムであることが好ましい。
【０１５１】
　封止部材を凹状に加工するのは、サンドブラスト加工、化学エッチング加工等が使われ
る。
【０１５２】
　接着剤として具体的には、アクリル酸系オリゴマー、メタクリル酸系オリゴマーの反応
性ビニル基を有する光硬化及び熱硬化型接着剤、２－シアノアクリル酸エステルなどの湿
気硬化型等の接着剤を挙げることができる。また、エポキシ系などの熱及び化学硬化型（
二液混合）を挙げることができる。また、ホットメルト型のポリアミド、ポリエステル、
ポリオレフィンを挙げることができる。また、カチオン硬化タイプの紫外線硬化型エポキ
シ樹脂接着剤を挙げることができる。
【０１５３】
　なお、有機ＥＬパネルが熱処理により劣化する場合があるので、室温から８０℃までに
接着硬化できるものが好ましい。また、前記接着剤中に乾燥剤を分散させておいてもよい
。封止部分への接着剤の塗布は市販のディスペンサーを使ってもよいし、スクリーン印刷
のように印刷してもよい。
【０１５４】
　また、有機層を挟み支持基盤と対向する側の電極の外側に、該電極と有機層を被覆し、
支持基盤と接する形で無機物、有機物の層を形成し封止膜とすることも好適にできる。こ
の場合、該膜を形成する材料としては、水分や酸素などパネルの劣化をもたらすものの浸
入を抑制する機能を有する材料であればよく、例えば、酸化珪素、二酸化珪素、窒化珪素
などを用いることができる。更に該膜の脆弱性を改良するために、これら無機層と有機材
料からなる層の積層構造を持たせることが好ましい。
【０１５５】
　これらの膜の形成方法については特に限定はなく、例えば、真空蒸着法、スパッタリン
グ法、反応性スパッタリング法、分子線エピタキシー法、クラスタ－イオンビーム法、イ
オンプレーティング法、プラズマ重合法、大気圧プラズマ重合法、プラズマＣＶＤ法、レ



(46) JP 5499708 B2 2014.5.21

10

20

30

40

50

ーザーＣＶＤ法、熱ＣＶＤ法、コーティング法などを用いることができる。
【０１５６】
　封止部材と有機ＥＬパネルの表示領域との間隙には、気相及び液相では、窒素、アルゴ
ン等の不活性気体や、フッ化炭化水素、シリコンオイルのような不活性液体を注入するこ
とが好ましい。また、真空とすることも可能である。また、内部に吸湿性化合物を封入す
ることもできる。
【０１５７】
　吸湿性化合物としては、例えば、金属酸化物（例えば、酸化ナトリウム、酸化カリウム
、酸化カルシウム、酸化バリウム、酸化マグネシウム、酸化アルミニウム等）、硫酸塩（
例えば、硫酸ナトリウム、硫酸カルシウム、硫酸マグネシウム、硫酸コバルト等）、金属
ハロゲン化物（例えば、塩化カルシウム、塩化マグネシウム、フッ化セシウム、フッ化タ
ンタル、臭化セリウム、臭化マグネシウム、沃化バリウム、沃化マグネシウム等）、過塩
素酸類（例えば、過塩素酸バリウム、過塩素酸マグネシウム等）等が挙げられ、硫酸塩、
金属ハロゲン化物及び過塩素酸類においては、無水塩が好適に用いられる。
【０１５８】
　《保護膜、保護板》
　有機層を挟み支持基盤と対向する側の前記封止膜あるいは前記封止用フィルムの外側に
、パネルの機械的強度を高めるために保護膜、あるいは保護板を設けてもよい。特に封止
が前記封止膜により行われている場合には、その機械的強度は必ずしも高くないため、こ
のような保護膜、保護板を設けることが好ましい。
【０１５９】
　これに使用することができる材料としては、前記封止に用いたのと同様なガラス板、ポ
リマー板・フィルム、金属板・フィルム等を用いることができるが、軽量、且つ薄膜化と
いうことからポリマーフィルムを用いることが好ましい。
【０１６０】
　《陽極》
　有機ＥＬパネルにおける陽極としては、仕事関数の大きい（４ｅＶ以上）金属、合金、
電気伝導性化合物及びこれらの混合物を電極物質とするものが好ましく用いられる。この
ような電極物質の具体例としては、Ａｕ等の金属、ＣｕＩ、インジウムチンオキシド（Ｉ
ＴＯ）、ＳｎＯ2、ＺｎＯ等の導電性透明材料が挙げられる。また、ＩＤＩＸＯ（Ｉｎ2Ｏ

3－ＺｎＯ）等非晶質で透明導電膜を作製可能な材料を用いてもよい。
【０１６１】
　陽極はこれらの電極物質を蒸着やスパッタリング等の方法により、薄膜を形成させ、フ
ォトリソグラフィー法で所望の形状のパターンを形成してもよく、あるいはパターン精度
をあまり必要としない場合は（１００μｍ以上程度）、上記電極物質の蒸着やスパッタリ
ング時に所望の形状のマスクを介してパターンを形成してもよい。あるいは、有機導電性
化合物のように塗布可能な物質を用いる場合には、印刷方式、コーティング方式など湿式
製膜法を用いることもできる。この陽極より発光を取り出す場合には、透過率を１０％よ
り大きくすることが望ましく、また陽極としてのシート抵抗は数百Ω／□以下が好ましい
。更に膜厚は材料にもよるが、通常１０～１０００ｎｍ、好ましくは１０～２００ｎｍの
範囲で選ばれる。
【０１６２】
　《陰極》
　一方、陰極としては、仕事関数の小さい（４ｅＶ以下）金属（電子注入性金属と称する
）、合金、電気伝導性化合物及びこれらの混合物を電極物質とするものが用いられる。
【０１６３】
　このような電極物質の具体例としては、ナトリウム、ナトリウム－カリウム合金、マグ
ネシウム、リチウム、マグネシウム／銅混合物、マグネシウム／銀混合物、マグネシウム
／アルミニウム混合物、マグネシウム／インジウム混合物、アルミニウム／酸化アルミニ
ウム（Ａｌ2Ｏ3）混合物、インジウム、リチウム／アルミニウム混合物、希土類金属等が
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挙げられる。
【０１６４】
　これらの中で、電子注入性及び酸化等に対する耐久性の点から、電子注入性金属とこれ
より仕事関数の値が大きく安定な金属である第二金属との混合物、例えば、マグネシウム
／銀混合物、マグネシウム／アルミニウム混合物、マグネシウム／インジウム混合物、ア
ルミニウム／酸化アルミニウム（Ａｌ2Ｏ3）混合物、リチウム／アルミニウム混合物、ア
ルミニウム等が好適である。
【０１６５】
　陰極はこれらの電極物質を蒸着やスパッタリング等の方法により薄膜を形成させること
により、作製することができる。また、陰極としてのシート抵抗は数百Ω／□以下が好ま
しく、膜厚は通常５～１０μｍ、好ましくは５０～２００ｎｍの範囲で選ばれる。なお、
発光した光を透過させるため、有機ＥＬパネルの陽極または陰極のいずれか一方が透明ま
たは半透明であれば、発光輝度が向上し好都合である。
【０１６６】
　また、陰極に上記金属を１～２０ｎｍの膜厚で作製した後に、陽極の説明で挙げた導電
性透明材料をその上に作製することで、透明または半透明の陰極を作製することができ、
これを応用することで陽極と陰極の両方が透過性を有するパネルを作製することができる
。
【０１６７】
　《光取り出し及び／または集光シート》
　特にバックライト用の有機エレクトロルミネッセンスパネルにおいては、通常、全方位
に光が放射され、視野角が変わっても明るさが変わらないような特性が望ましいが、使用
形態によっては、正面輝度をより高くし、大きな視野角（斜め方向から観察する角度）に
おいては輝度を低下させることが望ましい。そのために、有機エレクトロルミネッセンス
パネルの上に、放射角を制御する拡散板、プリズムシート等が組み合わされることが好ま
しい。
【０１６８】
　通常、基板（ガラス基板、樹脂基板など）から光を放射するような有機エレクトロルミ
ネッセンスパネルにおいては、発光層から放射された光の一部が基板と空気との界面にお
いて全反射を起こし、光を損失するという問題が発生する。この問題を解決するために、
基板の表面にプリズムやレンズ状の加工を施す、もしくは基板の表面にプリズムシートや
レンズシートを貼り付けることにより、全反射を抑制して光の取り出し効率を向上させる
。
【０１６９】
　以下に、光取り出し及び／または集光シートの好ましい形態を説明するが、本発明では
目的効果を損なわない範囲内であれば、これらを用いて光取り出し効率を向上させること
ができる。
【０１７０】
　（１）ガラス基板の上に拡散板とプリズムシートを置く構成
　例えば、ガラス基板／透明導電膜／有機発光層／電極／封止層からなる有機エレクトロ
ルミネッセンスパネルにおいて、ガラス基板の発光層とは反対側の基板表面に接するよう
に第１の拡散板を置く。拡散板に接するように第１のレンズシート（例えば、３Ｍ製　Ｂ
ＥＦ　II）をレンズ面がガラス基板と反対側に向くように配置し、更に第２のレンズシー
トをレンズのストライプが第１のレンズのストライプと直交し、且つそのレンズ面がガラ
ス基板と反対側に向くように配置する。
【０１７１】
　次に第２のレンズシートに接するように、第２の拡散板を配置する。第１並びに第２の
レンズシートの形状としては、ＰＥＴ基材上にアクリル樹脂で頂角９０度、ピッチ５０μ
ｍの△状のストライプが形成されたものである。頂角が丸みを帯びた形状（３Ｍ製　ＲＢ
ＥＦ）、ピッチをランダムに変化させた形状（３Ｍ製　ＢＥＦ　III）、その他類似の形
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状であってもよい。
【０１７２】
　第１の拡散板としては、約１００μｍのＰＥＴ基材上に光を拡散するビーズを混ぜた膜
を形成したもので、透過率は約８５％で、ヘイズ値は約７５％である。第２の拡散板とし
ては、約１００μｍのＰＥＴ基材上に光を拡散するビーズを混ぜた膜を形成したもので、
透過率は約９０％で、ヘイズ値は約３０％である。ガラス基板に接して配置する拡散板は
、ガラス基板に光学接着剤を介して接着されていてもよい。
【０１７３】
　また、ガラス基板表面に光を拡散する層を直接塗布する、もしくはガラス基板の表面に
光を拡散するための微細な構造が設けられたものであってもよい。以上、ガラス基板で説
明したが、基板は樹脂基板であってもよい。
【０１７４】
　（２）基板の表面にマイクロレンズアレイを形成する場合
　ガラス基板／透明導電膜／有機発光層／電極／封止層からなる有機エレクトロルミネッ
センスパネルにおいて、ガラス基板の有機発光層が設けられた面とは反対側の表面にマイ
クロレンズアレイシートを光学接着剤を介して貼り付ける。マイクロレンズアレイシート
は、各々５０μｍの四角垂（ピラミッドの形状）でその頂角が９０度のマイクロレンズを
、５０μｍピッチで整列させた形状をしている。
【０１７５】
　シートの製造方法としては、マイクロレンズアレイの母型となる金属の金型と、０．５
ｍｍのスペーサをはさんで設置されたガラス平板の間にＵＶ硬化樹脂を注入し、ガラス基
板からＵＶ露光することで樹脂を硬化させてマイクロレンズアレイシートを得る。ここで
、各々のマイクロレンズの形状としては、円錐形状、三角錐形状、凸レンズ形状等を適用
可能である。ガラス基板にマイクロレンズアレイシートを貼り付ける構造として説明した
が、樹脂基板にマイクロレンズアレイシートを貼り付けるでもよい。また、マイクロレン
ズアレイシートのマイクロレンズアレイが設けられた面と反対面に透明電極／有機発光層
／電極／封止層を設けるという構成でもよい。
【０１７６】
　（３）基板の表面にマイクロレンズアレイシートを下向きに接着する構造
　ガラス基板／透明導電膜／有機発光層／電極／封止層からなる有機エレクトロルミネッ
センスデバイスにおいて、ガラス基板の有機発光層が設けられた面とは反対側の表面にマ
イクロレンズアレイシートを、マイクロレンズの凹凸面がガラス基板側に向くように光学
接着剤を介して貼り付ける。
【０１７７】
　マイクロレンズアレイシートは、各々一辺が５０μｍの四角垂形状の頂点を平坦にした
構造をしたマイクロレンズをピッチ５０μｍで整列した形状をしている。平坦となった頂
点部分がガラス基板の表面に接着される。ここで、各々のマイクロレンズの形状としては
、円錐形状、三角錐形状、凸レンズ形状等を適用可能である。ガラス基板にマイクロレン
ズアレイシートを貼り付ける構造として説明したが、樹脂基板にマイクロレンズアレイシ
ートを貼り付けてもよい。
【０１７８】
　光取り出し効率を更に高めるためには、透明電極と透明基板の間に低屈折率層を挿入す
ることが好ましい。透明電極と透明基板の間に低屈折率の媒質を光の波長よりも長い厚み
で形成すると、透明電極から出てきた光は媒質の屈折率が低いほど外部への取り出し効率
が高くなる。低屈折率層としては、例えば、エアロゲル、多孔質シリカ、フッ化マグネシ
ウム、フッ素系ポリマーなどが挙げられる。
【０１７９】
　透明基板の屈折率は一般に１．５～１．７程度であるので、低屈折率層は屈折率がおよ
そ１．５以下であることが好ましい。また、更に１．３５以下であることが好ましい。ま
た、低屈折率媒質の厚みは光の媒質中の波長よりも長い厚み、好ましくは２倍以上となる
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のが望ましい。これは、低屈折率媒質の厚みが光の波長程度になってエバネッセントで染
み出した電磁波が基板内に入り込む膜厚になると、低屈折率層の効果が薄れるからである
。
【０１８０】
　以下に本発明に係る低屈折率層の例を説明するが、本発明では目的効果を損なわない範
囲内であれば、これらに限定されない。
【０１８１】
　（１）中空シリカを分散させる場合
　ゾル－ゲル法により中空シリカを分散させ、低屈折率層を形成したガラス基板の作製方
法を説明する。
【０１８２】
　ガラス基板上に以下の手順で低屈折率層を形成することができる。原料化合物として金
属アルコキシド（正珪酸四エチルＳｉ（ＯＣ2Ｈ5）4）、溶媒としてエタノール、触媒と
して酢酸、それに加水分解に必要な水を加えた調合液に、低屈折率材料（触媒化成工業製
、シリカ粒子（屈折率１．３５））をイソプロピルアルコールに加えた液を混合させ、数
十℃に保って加水分解と重縮合反応を起こさせ、液体のゾルを生成する。
【０１８３】
　作製されたゾルをスピンコートでガラス基板上に塗布して反応させると、ゲルとして固
化する。これを更に１５０度の雰囲気中で乾燥させて乾燥ゲルとし、その時の膜厚が０．
５μｍとなるように、溶液の調合とスピンコートの条件を設定する。
【０１８４】
　その結果、膜厚０．５μｍ、屈折率１．３７の低屈折率層が形成される。ここで、溶液
の塗布方法としてスピンコートと記述したが、ディップコート他、均一な膜厚を得られる
手法であればよい。基板としてガラス基板の例を示したが、プロセス温度が１５０度以下
であるので、樹脂基板の上に直接塗布することも可能である。また、原料化合物や低屈折
率材料として更に低い屈折率を選択し、得られる低屈折率層の屈折率が１．３７以下にす
ることで更なる効果が期待できる。膜厚については０．５μｍ以上が望ましく、１μｍ以
上であれば更に好ましい。
【０１８５】
　中空シリカの作製は、例えば、特開２００１－１６７６３７号公報、特開２００１－２
３３６１１号公報、特開２００２－７９６１６号公報等に記載されている。
【０１８６】
　（２）シリカエアロゲルの場合
　透明低屈折率層は、シリコンアルコキシドのゾルゲル反応により形成される湿潤ゲルを
超臨界乾燥することによって得られるシリカエアロゲルによって形成される。シリカエア
ロゲルとは、均一な超微細構造を持った光透過性の多孔質体である。
【０１８７】
　テトラメトキシシランのオリゴマーとメタノールを混合してＡ液を調製し、また水、ア
ンモニア水、メタノールを混合してＢ液を調製した。Ａ液とＢ液を混合して得たアルコキ
シシラン溶液を、基板上に塗布する。アルコキシシランをゲル化させた後、水、アンモニ
ア水、メタノールの養生溶液中に浸漬し、室温にて１昼夜養生する。次に、養生を行った
薄膜状のゲル状化合物をヘキサメチルジシラザンのイソプロパノール溶液中に浸漬し、疎
水化処理をし、その後、超臨界乾燥を行ってシリカエアロゲルを形成する。
【０１８８】
　（３）多孔質シリカの場合
　低屈折率材料として、撥水性を有するヘキサメチルジシロキサンやヘキサメチルジシラ
ザンを含有した低比誘電率物質の溶液を、基板上に塗布して成膜を行う。ここで用いる低
比誘電率物質の溶液には、ヘキサメチルジシロキサンやヘキサメチルジシラザンのような
撥水性の物質以外にも、必要に応じてアルコールや酢酸ブチルなどを添加物として加えて
もよい。そして、焼成処理などにより、上記低比誘電率物質の溶液中の溶媒や水、酸また
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はアルカリ触媒や界面活性剤などを蒸発させながら、多孔質シリカ材料から成る低屈折率
膜を形成する。これを洗浄し、低屈折率膜を得る。
【０１８９】
　このように基板上に低屈折率膜を形成した後、低屈折率膜上に直接、または、例えば、
ＲＦスパッタ法等によりＳｉＯ2膜からなる透明絶縁膜で中間層を形成し、その後、中間
層の上にＤＣスパッタ法によりＩＴＯ膜の成膜を行い、透明電極付き基板とする。
【０１９０】
　また、更に光取り出し効率を高めるためには、例えば、特開平１１－２８３７５１号公
報、特開２００６－２３６７４８号公報に記載されたように、全反射を起こす界面もしく
はいずれかの媒質中に回折格子を導入する方法を併用するのが好ましい。例えば、ガラス
基板上に回折格子を形成する。
【０１９１】
　この方法は回折格子が１次の回折や２次の回折といった、所謂ブラッグ回折により、光
の向きを屈折とは異なる特定の向きに変えることができる性質を利用して、発光層から発
生した光の内、層間での全反射等により外に出ることができない光をいずれかの層間、も
しくは媒質中（透明基板内や透明電極内）に回折格子を導入することで光を回折させ、光
を外に取り出そうとするものである。
【０１９２】
　導入する回折格子は二次元的な周期屈折率を持っていることが望ましい。これは、発光
層で発光する光はあらゆる方向にランダムに発生するので、ある方向にのみ周期的な屈折
率分布を持っている一般的な１次元回折格子では、特定の方向に進む光しか回折されず、
光の取り出し効率がさほど上がらない。しかしながら、屈折率分布を二次元的な分布にす
ることにより、あらゆる方向に進む光が回折され、光の取り出し効率が上がる。
【０１９３】
　回折格子を導入する位置としては前述の通り、いずれかの層間、もしくは媒質中（透明
基板内や透明電極内）でもよいが、光が発生する場所である有機発光層の近傍が望ましい
。このとき、回折格子の周期は増幅する光の媒質中の波長の約１／２～３倍程度が好まし
い。回折格子の配列は、正方形のラチス状、三角形のラチス状、ハニカムラチス状など、
２次元的に配列が繰り返されることが好ましい。
【０１９４】
　例えば、ガラス基板上に回折格子を形成するには、ガラス基板を洗浄後、表面にポジ型
のレジストを塗布する。次にレジスト上に基板垂直方向からθ度の角度で対向するように
、互いにコヒーレントな波長λの２つの平行光を照射する。このとき、レジストにはピッ
チｄの干渉縞が形成される。ここで、ｄ＝λ／（２ｃｏｓθ）となる。
【０１９５】
　波長４８８ｎｍのアルゴンレーザーを用いると、フォトニック結晶のピッチとして３０
０ｎｍを作製するとき、２つの光束ともに基板に垂直な方向から角度３５．６度で露光す
ると、ピッチ３００ｎｍの第１の干渉縞が形成される。次に基板を基板の面内に９０度回
転させて、第１の干渉縞に直交するように第２の干渉縞を形成する。露光する光束をその
まま維持しておけば、ピッチ３００ｎｍで第２の干渉縞が形成される。
【０１９６】
　レジストには２つの干渉縞が重畳されて露光され、格子状の露光パターンが形成される
。露光パワーと現像条件を適切に設定することにより、２つの干渉縞が重なりあって強く
露光された部分のみ、レジストが除去されるように現像する。ガラス基板上には、縦横の
ピッチが各々３００ｎｍの格子の重なりあった部分にほぼ円形にレジストが除去されたよ
うなパターンが形成される。円の直径は、例えば、２２０ｎｍとする。
【０１９７】
　次にドライエッチングを施すことにより、レンジストが除去された部分に深さ２００ｎ
ｍの孔を形成する。その後、レジストを除去しガラス基板を洗浄する。以上により、表面
に深さ２００ｎｍ、直径２２０ｎｍの孔が縦横３００ｎｍピッチの正方格子の頂点に並ん
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だガラス基板が形成される。
【０１９８】
　次に穴の底から測って膜厚３００ｎｍ程度のＩＴＯ膜を、バイアススパッタリングによ
り成膜し、バイアススパッタリングの条件を適切にコントロールすることで、表面の凹凸
を５０ｎｍ以下に平坦にすることができる。
【０１９９】
　以上のように作製されたＩＴＯ付きのガラス基板の表面に研磨を施すことで、有機ＥＬ
用のＩＴＯ付きガラス基板が形成される。
【０２００】
　ガラス基板にフォトレジストを塗布してパターニングし、ガラス基板をエッチングする
方法の他、同様の手法でガラス型を形成し、ガラス基板上にＵＶ硬化のレジストをナノイ
ンプリントの手法で転写してガラス基板をエッチングする方法も可能である。また、ガラ
ス基板に形成されたパターンをニッケル電鋳などの手法で金型に転写し、その金型をナノ
インプリントの手法で樹脂に転写したものを基板として用いることで、樹脂基板でも本発
明を実施することが可能である。
【０２０１】
　上記のような光取り出し及び／または集光シートを用いた有機ＥＬパネルにおいては、
正面輝度増幅率が高められている。このようにして取り出された光は、白色光であるよう
に調整される。
【０２０２】
　通常、発光色は４４０ｎｍ以上５００ｎｍ未満の発光を青色、５００ｎｍ以上５４０ｎ
ｍ未満の発光を緑色、６００ｎｍ以上６４０ｎｍ未満の発光を赤色に区分する。従って、
発光する材料（実質的にドーパント）によっても異なるが、本発明において、光取り出し
及び／または集光シートが無い場合の有機エレクトロルミネッセンスパネルの正面輝度ピ
ーク値は、該シートがある場合に対して定性的には青色が最も小さい比率となる。
【０２０３】
　連続駆動等における寿命においては、一般的に青色が律速になるので、この様な光取り
出し及び／または集光シートを用いた場合、有機エレクトロルミネッセンスパネルにおい
てより高寿命が可能となる。また、駆動電圧の制約となるのは、ＨＯＭＯとＬＵＭＯのエ
ネルギーギャップが最も大きい青色であるため、前記光取り出しを向上させた有機ＥＬパ
ネルは青色の正面輝度が少なくて済む設計となり、駆動電圧を下げることが可能となる。
【０２０４】
　即ち、青色発光層の膜厚が薄くでき、且つ駆動電圧が下げられるため、光取り出し及び
／または集光シートがない場合に比べ高寿命が可能となり、この組み合わせによりトータ
ルで白色光を得るようにすることができる。
【０２０５】
　ここにおいて、光取り出し及び／または集光シートによる正面輝度の増幅率は、分光放
射輝度計（例えば、ＣＳ－１０００（コニカミノルタセンシング社製））等を用い、正面
からの発光輝度（２°視野角正面輝度）を、光取り出し及び／または集光シートがある状
態ともたない状態で、発光面からの法線に分光放射輝度計の光軸が一致するようにして、
必要な可視光波長範囲で測定、積算し比をとればよい。
【０２０６】
　《有機エレクトロルミネッセンスパネルの発光、正面輝度、色度》
　本発明に係る有機エレクトロルミネッセンスパネルや当該パネルに係る化合物の発光色
は、「新編色彩科学ハンドブック」（日本色彩学会編、東京大学出版会、１９８５）の１
０８頁の図４．１６において、分光放射輝度計ＣＳ－１０００（コニカミノルタセンシン
グ社製）で測定した結果をＣＩＥ色度座標に当てはめたときの色で決定される。
【０２０７】
　本発明で言うところの白色とは、色温度が２５００Ｋ以上８０００Ｋ以下、且つＵＣＳ
色度図（ＣＩＥ１９７６）上で、黒体軌跡・昼光軌跡との偏差を表すΔｕｖが、－０．０
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２以上、＋０．０２以下のことを言う。
【０２０８】
　ここで、Δｕｖ＝（Δｕ*2＋Δｖ*2）1/2

　Δｕ*、Δｖ*は、それぞれＵＣＳ色度（ＣＩＥ１９７６）座標ｕ*、ｖ*の黒体軌跡・昼
光軌跡との偏差を示す。
【０２０９】
　本発明の有機ＥＬ素子は、光学シートを用い白色発光を放出する場合は、光学シートを
含めたものを有機ＥＬ素子と呼ぶ。
【０２１０】
　《有機ＥＬパネルの作製方法》
　本発明に係る有機ＥＬパネルの作製方法の一例として、陽極／正孔注入層／発光層／正
孔阻止層／電子輸送層／陰極からなる有機ＥＬパネルの作製法について説明する。
【０２１１】
　まず、適当な支持基盤上に所望の電極物質、例えば、陽極用物質からなる薄膜を１μｍ
以下、好ましくは１０～２００ｎｍの膜厚になるように蒸着やスパッタリング等の方法に
より形成させ、陽極を作製する。次に、この上に有機ＥＬパネル材料である正孔注入層、
発光層、正孔阻止層、電子輸送層の有機化合物薄膜を形成させる。
【０２１２】
　この有機化合物薄膜の薄膜化の方法としては、前記の如く蒸着法、ウェットプロセス（
スピンコート法、キャスト法、インクジェット法、スプレー法、印刷法）等があり、これ
ら公知の方法により薄膜を形成することができる。更に層毎に異なる製膜法を適用しても
よい。また、本発明では発光層には含有量の少ない発光材料を含むため、製造安定性を確
保するために発光層はウェットプロセスが好ましい。
【０２１３】
　これらの層を形成後、その上に陰極用物質からなる薄膜を１μｍ以下、好ましくは５０
～２００ｎｍの範囲の膜厚になるように、例えば、蒸着やスパッタリング等の方法により
形成させ、陰極を設けることにより所望の有機ＥＬパネルが得られる。
【０２１４】
　また、作製順序を逆にして、陰極、電子注入層、電子輸送層、発光層、正孔注入層、陽
極の順に作製することも可能である。このようにして得られた多色の表示装置に直流電圧
を印加する場合には、陽極を＋、陰極を－の極性として電圧２～４０Ｖ程度を印加すると
、発光が観測できる。また、交流電圧を印加してもよい。なお、印加する交流の波形は任
意でよい。
【０２１５】
　《用途》
　本発明に係る有機エレクトロルミネッセンスパネルは、表示デバイス、ディスプレイ、
各種発光光源として用いることができる。発光光源として、例えば、家庭用照明、車内照
明、時計や液晶用のバックライト、看板広告、信号機、光記憶媒体の光源、電子写真複写
機の光源、光通信処理機の光源、光センサーの光源等が挙げられるがこれに限定するもの
ではないが、特に、カラーフィルターと組み合わせた液晶表示装置のバックライト、照明
用光源としての用途に有効に用いることができる。
【０２１６】
　本発明に係る有機エレクトロルミネッセンスパネルにおいては、必要に応じ製膜時にメ
タルマスクやインクジェットプリンティング法等でパターニングを施してもよい。パター
ニングする場合は、電極のみをパターニングしてもよいし、電極と発光層をパターニング
してもよいし、パネル全層をパターニングしてもよい。
【０２１７】
　《照明装置》
　本発明に係る有機ＥＬパネルを適用した照明装置について説明する。
【０２１８】
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　本発明に係る有機ＥＬパネルは、照明用や露光光源のような一種のランプとして使用し
てもよいし、画像を投影するタイプのプロジェクション装置や、静止画像や動画像を直接
視認するタイプの表示装置（ディスプレイ）として使用してもよい。動画再生用の表示装
置として使用する場合の駆動方式は、単純マトリクス（パッシブマトリクス）方式でもア
クティブマトリクス方式でもどちらでもよい。
【０２１９】
　本発明に用いられる有機エレクトロルミネッセンスパネルにおいては、必要に応じ製膜
時にメタルマスクやインクジェットプリンティング法等でパターニングを施してもよい。
パターニングする場合は、電極のみをパターニングしてもよいし、電極と発光層をパター
ニングしてもよいし、パネル全層をパターニングしてもよい。
【０２２０】
　発光層に用いる発光ドーパントとしては特に制限はなく、例えば、液晶表示パネルにお
けるバックライトであれば、ＣＦ（カラーフィルター）特性に対応した波長範囲に適合す
るように、本発明に係る発光ドーパント、また公知の発光ドーパントの中から任意のもの
を選択して組み合わせて、また本発明に係る光取り出し及び／または集光シートと組み合
わせて、白色化すればよい。
【０２２１】
　このように、本発明に係る有機ＥＬパネルは、ＣＦ（カラーフィルター）と組み合わせ
て、またＣＦ（カラーフィルター）パターンに合わせ素子及び駆動トランジスタ回路を配
置することで、有機エレクトロルミネッセンスパネルから取り出される白色光をバックラ
イトとして、青色フィルター、緑色フィルター、赤色フィルターを介して青色光、緑色光
、赤色光を得ることで、フルカラーの有機エレクトロルミネッセンスディスプレイができ
、好ましい。
【０２２２】
　《本発明に係る有機ＥＬパネルを適用した産業分野》
　本発明に係る有機ＥＬパネルは、表示デバイス、ディスプレイ、各種発光光源として用
いることができる。発光光源として、例えば、家庭用照明、車内照明、時計や液晶用のバ
ックライト、看板広告、信号機、光記憶媒体の光源、電子写真複写機の光源、光通信処理
機の光源、光センサーの光源等が挙げられるが、これに限定するものではないが、特にカ
ラーフィルターや光拡散板、光取り出しフィルムなどと組み合わせた各種表示装置のバッ
クライト、照明用光源としての用途に有効に用いることができる。
【実施例】
【０２２３】
　以下、実施例により本発明を説明するが、本発明はこれらに限定されない。
【０２２４】
　実施例
　市販の無アルカリガラス基板上に、スパッタ装置により透明電極としてＩＴＯを１５０
ｎｍの膜厚で設けた。フォトリソグラフィー法により、１０ｍｍ×１０ｍｍの発光部位が
得られるようにＩＴＯのパターニングを実施し、基板を作製した。
【０２２５】
　上記基板をｉｓｏ－プロピルアルコールで超音波洗浄し、乾燥窒素ガスで乾燥し、ＵＶ
オゾン洗浄を５分間行った。
【０２２６】
　このガラス基板を市販のスピンコーターに取り付け、正孔注入層ＰＥＤＯＴ（ＰＥＤＯ
Ｔ：ＰＥＤＯＴ／ＰＳＳ、Ｂａｙｅｒ社製、Ｂａｙｔｒｏｎ　Ｐ　Ａｌ　４０８３）をス
ピンコート（膜厚約４０ｎｍ）し、ホットプレートで２００℃１時間加熱し、正孔注入層
とした。更に下記組成の白色発光組成物を１ｍｌとなるように調整し、スピンコートした
（膜厚約２５ｎｍ）。
【０２２７】
　白色発光組成物
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　溶媒：トルエン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１００質量％
　ホスト材料：Ｈ－Ａ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１質量％
　青色材料：Ｉｒ－Ａ　　　　　　　　　　　　　　　　　０．１０質量％
　緑色材料：Ｉｒ（ｐｐｙ）3　　　　　　　　　　　 ０．００４質量％
　赤色材料：Ｉｒ（ｐｉｑ）3　　　　　　　　　　　 ０．００５質量％
　次いで、この基板を洗浄し市販の真空蒸着装置の基板ホルダーに固定し、それぞれ真空
蒸着装置内の蒸着用るつぼに、Ｅ－１とＣｓＦをそれぞれ最適の量となるように充填した
。蒸着は真空度４×１０-4Ｐａまで減圧し、正孔阻止層（Ｅ－１：５ｎｍ）／電子輸送層
（Ｅ－１、ＣｓＦ（２０％）：４５ｎｍ）を蒸着した。
【０２２８】
　引き続き、アルミニウム１００ｎｍを蒸着して陰極を形成し、有機ＥＬ素子を作製した
。
【０２２９】
【化２９】

【０２３０】
　比較例
　市販の無アルカリガラス基板上に、スパッタ装置により透明電極としてＩＴＯを１５０
ｎｍの膜厚で設けた。フォトリソグラフィー法により、１０ｍｍ×１０ｍｍの発光部位が
得られるようにＩＴＯのパターニングを実施し、基板を作製した。
【０２３１】
　上記基板をｉｓｏ－プロピルアルコールで超音波洗浄し、乾燥窒素ガスで乾燥し、ＵＶ
オゾン洗浄を５分間行った。
【０２３２】
　このガラス基板を市販のスピンコーターに取り付け、正孔注入層ＰＥＤＯＴ（ＰＥＤＯ
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Ｔ：ＰＥＤＯＴ／ＰＳＳ、Ｂａｙｅｒ社製、Ｂａｙｔｒｏｎ　Ｐ　Ａｌ　４０８３）をス
ピンコート（膜厚約４０ｎｍ）し、ホットプレートで２００℃１時間加熱し、正孔注入層
とした。更に下記組成の白色発光組成物を１ｍｌとなるように調整し、スピンコートした
（膜厚約２５ｎｍ）。
【０２３３】
　白色発光組成物
　溶媒：トルエン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１００質量％
　ホスト材料：Ｈ－Ａ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１質量％
　青色材料：ＦＩｒｐｉｃ　　　　　　　　　　　　　　　　０．１質量％
　緑色材料：Ｉｒ（ｐｐｙ）3　　　　　　　　　　　 ０．０００８質量％
　赤色材料：Ｉｒ（ｐｉｑ）3　　　　　　　　　　　 ０．０００８質量％
　次いで、この基板を洗浄し市販の真空蒸着装置の基板ホルダーに固定し、それぞれ真空
蒸着装置内の蒸着用るつぼに、Ｅ－１とＣｓＦをそれぞれ最適の量となるように充填した
。蒸着は真空度４×１０-4Ｐａまで減圧し、正孔阻止層（Ｅ－１：５ｎｍ）／電子輸送層
（Ｅ－１、ＣｓＦ（２０％）：４５ｎｍ）を蒸着した。
【０２３４】
　引き続き、アルミニウム１００ｎｍを蒸着して陰極を形成し、有機ＥＬ素子を作製した
。
【０２３５】
【化３０】

【０２３６】
　（ＨＯＭＯ準位の計算）
　上記青色材料、緑色材料、赤色材料について、ＨＯＭＯ準位の値を計算した。米国Ｇａ
ｕｓｓｉａｎ社製の分子軌道計算用ソフトウェアであるＧａｕｓｓｉａｎ９８（Ｇａｕｓ
ｓｉａｎ９８、Ｒｅｖｉｓｉｏｎ　Ａ．１１．４，Ｍ．Ｊ．Ｆｒｉｓｃｈ，ｅｔ　ａｌ．
，Ｇａｕｓｓｉａｎ，Ｉｎｃ．，Ｐｉｔｔｓｂｕｒｇｈ　ＰＡ，２００２．）を用いて計
算した時の値であり、本発明における発光材料（ドーパント）のＨＯＭＯ準位の値は、キ
ーワードとしてＢ３ＬＹＰ／ＬａｎＬ２ＤＺを用いて算出した。結果を以下に示す。
【０２３７】
【表２】

【０２３８】
　実施例と比較例でそれぞれ４回づつ白色組成物を作製し、素子を作製した。以下に１０
００ｃｄ／ｍ2時の色度ｘｙ（ＣＩＥ１９３１表色系）を示す。
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【０２３９】
【表３】

【０２４０】
　本発明に係る実施例では、数回同様に素子を作製しても色度にずれは生じていないが、
比較例では色度にずれが生じている。
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